
社会保障審議会年金数理部会（第35回）  

平成21年3月30日（月）  
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第35回社会保障審議会年金数理部会   
資料1   

平成21年3月30日   

年金数理部会の今後の課題  

1．被保険者、受給権者のコーホート分析  

昨年11月にとりまとめた公的年金財政状況報告（平成18年度）において、新たに、  

被保険者の年齢階級別コーホートの増減分析を行った。この分析は、被保険者の同  

一集団（年齢階級別コーホート）が1年間でどう変化したかをみたもので、例えば、   

・各制度の被保険者が年齢を経るごとに加入、脱退していく状況   

・女性のいわゆるM字カーブの状況  

などが把握でき、被保険者の動向を従来とは異なる観点から分析することができる。  

現状分析をより深めるという観点から、今後、被保険者や受給権者の年齢階級別コ  

ーホートに着目した分析を更にすすめることが、非常に有用である。具体的には、  

被保険者の標準報酬額や受給権者の年金額等が、同一コーホートにおいてどのよう  

に変化したかなどについて、 詳細な動向分析を行う。（参考資料参照）  

2．マクロ経済状況からの財政見通しの提示手法の検討  

従来のような名目額による財政見通しのみの提示では、マクロ経済状況との関連が  

見えにくい。そこで、例えば、財政見通しをGDP比で提示するといった手法など、  

マクロ経済状況との関連がわかりやすい形での財政見通しの提示手法について検  

討する。  

3．将来の給付責等の支出のデュレーションの計算  

将来の給付費等の支出のデュレーションを計算することで、運用利回りがある一定  

の割合で変動した場合の感応度をみることができ、年金財政の安定性をみる上で有  

用な情報が得られる。そこで、財政再計算（財政検証）の給付費等の将来見通しに  

ついて、デュレーションを計算し提示することを検討する。   



第35回社会保障審議会年金数理部会   
資料2－1   

平成21年3月30日   

平成21年2月23日  

国民年金及び厚生年金に係る  

財．政の現況及び見通し（概要）  
一平成21年財政検証結果－  

厚生労働省  
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿■■－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一－－－－－－－－一一一－－－－－－－－一一－－●■■●■■■■■●■‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾ 1  

≒ ※国民年金法第四条の三及び厚生年金保険法第二条の四においては、政府  
は少なくとも5年ごとに、国民年金一厚生年金の財政に係る収支についてその  
現況及び財政均衡期間における見通し（「財政の現況及び見通し」）を作成し  

なければならないと定められており、本報告書において当該「財政の現況及  

び見通し」を公表するものである。なお、本報告書における「財政検証」とは、  

「財政の現況及び見通し」の作成を指すものである。  
l  

l  

室 ※平成21年財政検証における各試算については、その詳細なデータ等を厚生  
労働省ホームページ社会保障審議会年金部会（第14回）において公開する  

こととしている。  
■■－●■■■■■－■■■■－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－■－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一－■■■＋－■ －－－－－－－－一一－－－－－－t－－■－－－－－－－－－－一一－－■－■■●■■■■■－－■■一一■－   



1．国民年金一厚生年金の給付と負担の関係と財政検証  

平成16年年金制度改正における年金財政のフレームワーク  
‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾ 「  

○ 上限を固定した上での保険料の引上げ   
（最終保険料（率）は国民年金16，900円（平成16年度価格）、厚生年金18．3％）  

○ 負担の範囲内で給付水準を自動調整する仕組み（マクロ経済スライド）の導入  

○ 積立金の活用   

（おおむね100年間で財政均衡を図る方式とし、財政均衡期間の終了時に給付費1年分程度  

の積立金を保有することとし、積立金を活用して後世代の給付に充てる）  

○ 基礎年金国庫負担の2分の1への引上げ  
l  

l  

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿．＿．＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿．＿＿＿．．＿＿．＿＿．．＿＿．＿＿＿＿■．＿．＿＿．＿＿．l  

人口や経済の動向   

○ 財政見通しの作成   

○ マクロ経済スライドの開始・終了年度の見通しの作成  

を行い、年金財政の健全性を検証する   

→ 次の財政検証までに所得代替率が50％を下回ると見込まれる場合に   

は、給付水準調整の終了その他の措置を講ずるとともに、給付及び負担   

の在り方について検討を行い、所要の措置を講ずる  
2   



財政の現況及び見通し（いわゆる財政検証）に関する法律の規定  

国民年金法（昭和34年法律第141号）一抄－  

（財政の現況及び見通しの作成）  

第四条の三 政府は、少なくとも五年ごとに、保険料及び匡   

額その他の国民年金事業の財政 に係る収支についてそ   

現況及び見通し」という。）を作成しなければならない。  

別の  
「財政の  

2 前項の財政均衡期間（第十六条の二第一項において「財政均衡期間」という。）は、財政の現況及び見通しが作  

成される年以降おおむね百年間とする。  

3 政府は、第一項の規定により財政の現況及び見通しを作成したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない  
■ l  

（調整期間）  

第十六条の二 政府は、第四条の三第一項の規定により財政の現況及び見通しを作成するに当たり、国民年金事   

業の財政が、財政均衡期間の終了時に給付の支給に支障が生じないようにするために必要な積立金（中略）を保   

有しつつ当該財政均衡期間にわたってその均衡を保つことができないと見込まれる場合には、年金たる給付（付   

加年金を除く。）の額（以下この項において「給付額」という。）を調整するものとし、政令で、給付額を調整する期間   

（以下「調整期間」という。）の開始年度を定めるものとする。  

2 財政の現況及び見通しにおいて、前項の調整を行う必要がなくなったと認められるときは、政令で、調整期間の   

終了年度を定めるものとする。  3 政府l碑   
作成し、併せて、これを公表しなければならない。  

（注）厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）においても、上記と同様の規定がある（第二条の四及び第三十四条）。  
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2．平成21年財政検証の諸前提  

○ 財政検証は、おおむね100年間にわたる長期の年金財政の状況を見通すものであり、今後の社会・   

経済状況について一定の前提を置く必要があるが、これらは様々に変化しうるものであることから、   

前提の設定にあたっては、以下のように複数のケースを設定している。   

したがって、財政検証の結果の解釈にあたっては、相当の幅をもってみる必要がある。   

＜主な前提＞  

（1）将来堆計人口（少子高齢化の状況）の前提  

イ日本の将来推計人口（平成18年12月推計）」を使用。  

■合計特殊出生率及び死亡率について中位、高位、低位の3通りをそれぞれ設定。  

平均寿命  合計特殊出生率   

2005年（実績）  2055年  2005年（実績）  2055年  

男：83．67 年  

女：90．34 年  

78．53 年  

85．49 年  
→ 死亡中位  

出生高位：1．55  

出生中位：1．26  

出生低位：1．06  
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1．26  →  
死亡低位   

死亡高位  

（2）労働力率の前提  

・平成20年4月にとりまとめられた「新雇用戦略」やその後の雇用政策の推進等によって実現すると仮定される   

状況を想定して、独立行政法人労働政策研究・研修機構「労働力需給の推計（平成20年3月）」における「労  

働市場への参加が進むケース」に準拠して設定。  
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（3）経済前提   

社会保障審議会年金部会経済前提専門委員会の「平成21年財政検証における経済前提の範囲について（検   

討結果の報告）」（平成20年11月12日）および内閣府「経済財政の中長期方針と10年展望比較試算」（平成21年  

1月）をもとに、経済中位、経済高位、経済低位の3つのケースを以下のとおり設定。   

・長期の経済前提（平成28（2016）年度以降）は、経済前提専門委員会における検討結果の報告で示された  

範囲（※）の中央値をとって設定。  

※過去の実績を基礎としつつ、日本経済の潜在的な成長力の見通しや労働力人口の見通し等を踏まえ、マクロ経済に関する  

基本的な関係式を用いて推計される実質経済成長率や利潤率を用いて、長期間の平均的な経済前提の範囲を推計。  

長期の経済前提  物価上昇率   賃金上昇率   運用利回り   備考   

経済中位   
1．0％   

名目   2．5％   名目   4．1％  全要素生産性上昇率1．0％   

ケース  実質（対物価）1．5％  実質（対物価）3．1％  の場合の範囲の中央値   

経済高位   
1．0％   

名目   2．9％   名目   4．2％  全要素生産性上昇率1．3％   

ケース  実質（対物価）1．9％  実質（対物価）3．2％  の場合の範囲の中央値   

経済低位   名目   2．1％   
1．0％  

名目   3．9％  全要素生産性上昇率0．7％   

ケース  実質（対物価）1．1％  実質（対物価）2．9％   の場合の範囲の中央値   

※足下の経済前提（平成27（2015）年度以前）は、内閣府「経済財政の中長期方針と10年展望比較試算」（平成21年1月）に準拠。  
経済中位ケース：2010年世界経済順調回復シナリオ（ケース1－1－1）  

経済高位ケース：2010年世界経済急回復シナリオ（ケース1－1－2）  

経済低位ケース：世界経済底ばい継続シナリオ（ケース1－1－3）  〔  

※平成27（2015）～51（2039）年度平均の実質経済成長率は、経済中位ケースで0．8％程度、経済高位ケースで1．2％程度、  

経済低位ケースで0．4％程度と見込まれる。  

※なお、名目運用利回りは上記のほか長期金利上昇による国内債券への影響を考慮して設定している。  

また、平成20（2008）年度については平成20（2008）年12月末における株価等の状況を織り込んでいる。  

（4）その他の前提  

・上記の前提の他、制度の運営実績に基づいた諸前提（障害年金の発生率等）が用いられている。  

これらの諸前提は、被保険者及び年金受給者等の直近の実績データ等を基礎として設定している。  

・基礎年金の2分の1を国庫で負担することとしている。   



3．給付水準の将来見通し（平成21年財政検証結果）  

厚生年金の標準的な年金の給付水準（所得代替率）の見通し  

高 位  中 位  低 位  

出 生 率  

（注1）国中の数字は最終的な所得代替率の見通しを示している。（）内は所得代替率が50％に達した後、仮に、機械的にマクロ経済スライドの   
適用を続けて財政を均衡させた場合の数値。  

（注2）上記における死亡率の前提はいずれも死亡中位の場合。出生中位、経済中位ケースにおける最終的な所得代替率は、死亡高位の場合   

52．3％（平成47（2035）年度以降）、死亡低位の場合47．9％（平成53（2041）年度以降、仮に機械的にマクロ経済スライドの適用を続けて  
財政を均衡させた場合）の見通しである。  

（注3）マクロ経済スライドの適用開始年度は、経済中位ケース、経済高位ケースで平成24（2012）年度、経済低位ケースで平成26（2014）年度  

の見通し。  
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4．基本ケース（出生中位、経済中位）の場合の試算結果  

厚生年金の標準的な年金の給付水準の見込み（年金を受給し始めた時の年金額）  

（注1）基本ケース（人口は出生中位（死亡中位）、経済中位）の場合。  

（注2）マクロ経済スライドによる給付水準の調整は平成24（2012）年度に開始する見込み。  

（注3）次の財政検証の時期（平成26（2014）年度）における所得代替率は60．1％の見通しであり、この時点で50％を下回る見込みとはなっていない。  

（注4）報酬比例部分の給付水準の調整は、図中の調整終了年度（平成50（2038）年度）よりも早い平成31（2019）年度に終了する見込み。  

（注5）図中の数値は各時点における名目額。（）内の数値は、物価で現在価値に割り戻した額。  
（注6）年金額はスライド特例によるかさ上げ分のない本来水準。平成21年度に実際に支給される基礎年金額は夫婦で13．2万円（スライド特例によりかさ上げ）。  

（注昇率で改定されるが、通常は物価上昇率よりも賃金上昇率の方が大きいため、そのときどきの 7   



世帯（夫婦）所得別の年金月額および所得代替率  

○ 世帯（夫婦）の合計所得が増加すると、所得代替率は低下するが、年金額は増加する。  

○ マクロ経済スライドによる給付水準調整を行えば、所得代替率は低下する。ただし、名目年金額は減少しない調整方法をとることとし   

ており、一定の経済成長（実質1％、名目2％程度）があれば、物価で現在の価値に割り戻した年金額についても増加することとなる。  

120％  

110％  

100％  

90％  

80％  

70％  

60％  

50％  

40％  

30％   

世
帯
 
（
夫
婦
）
の
所
得
代
替
率
 
 

2009年 20万円  30万円  40万円  ∽万円  60万円  70万円  

世帯（夫婦）の合計所得（月額）  

［手取り賃金（月額換算値）］  

（注1）人口は出生中位（死亡中位）、経済中位ケースの場合。  

（注2）世帯（夫婦）の合計所得の【】内は、手取り賃金（ボーナス込み年収の月額換算値）である。  

（注3）年金額は、スライド特例によるかさ上げ分のない本来水準。  

（注4）2050年水準の年金月額及び世帯の合計所得は、物価で2009年度価値に割り戻した値である。  

所得代替率 ＝ 年金月額 ÷ 手取り賃金（ボーナス込み年収の月額換算値）  8   



財 政 見 通 し  

厚生年金の財政見通し（平成21年財政検証）  

○基本ケース（人口は出生中位（死亡中位）、経済中位ケース）  

収支  年度末  年度末  

年度   保険料率  積立金  

（対総報酬）  保険料   運用収入  国庫負担  
差引残   積立金    （21年度価格）   

収入  拠出金   

平成（西暦）   ％   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   

21（2009）  15．704   34．9   23．8   2．1   7．2   35．8   13．1   －0．9   144．4   144．4   4．1  

22（2010）  16．058   35．0   24．7   2．5   7．4   36．7   13．5   －1．7   142．6   141．1   3．9   

23（2011）  16．412   36．7   26．2   2．7   7．5   37．8   13．9   －1．1   141．6   141．7   3．8   

24（2012）  16．766   38．5   27．6   2．8   7．8   39．2   14．4   －0．7   140．9   141．3   3．6   

25（2013）  17．120   40．4   28．9   3．1   8．1   40．4   15．0   －0．1   140．8   138．3   3．5   

26（2014）  17．474   42．5   30．3   3．6   8．4   41．3   15．7   1．2   142．0   135．4   3．4   

27（2015）  17．828   44．8   31．7   4．1   8．7   42．6   16．3   2．1   144．2   132．5   3．3   

32（2020）  18．30   53．3   36．9   6．8   9．4   45．7   18．1   7．6   172．5   140．6   3．6   

37（2025）  18．30   59．5   40．8   8．6   9．9   48．6   19．2   10．9   219．9   158．5   4．3   

42（2030）  18．30   66．1   44．5   11．1   10．4   52．3   20．5   13．8   284．2   181．0   5．2   

52（2040）  18．30   78．5   49．1   16．5   12．8   67．3   25．5   11．2   417．1   207．5   6．0   

62（2050）  18．30   90．4   54．1   20．2   16．0   82．9   31．9   7．5   507．7   197．3   6．0   

72（2060）  18．30   101．2   59．8   22．5   18．8   97．6   37．6   3．6   562．5   170．8   5．7   

82（2070）  18．30   109．6   65．2   22．6   21．7  112．8   43．4   －3．3   561．3   133．1   5．0   

92（2080）  18．30   116．7   72．4   20．3   23．9  124．2   47．8   －7．5   502．5   93．1   4．1   

102（2090）  18．30   123．9   81．2   16．6   26．1  135．6   52．3  －11．7   406．4   58．8   3．1   

112（2100）  18．30   129．9   90．7   10．3   28．9  149．8   57．8  －19．9   247．2   28．0   1．8   

117（2105）  1臥30   132．4   96．2   5．8   30．4  157．5   60．8  －25．1   132．4   13．2   1．0   

（注1）「積立度合」とは、前年度末積立金の当年度の支出合計に対する倍率である。  

（注2）「21年度価格」とは、賃金上昇率により、平成21（2009）年度の価格に換算したものである。  

（注3）厚生年金基金の代行部分を含む、厚生年金全体の財政見通しである。  
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国民年金の財政見通し（平成21年財政検証）  

○基本ケース（人口は出生中位（死亡中位）、経済中位ケース）  

収支  年度末  年度末  

年度   保険料月額  積立金  

保険料   運用収入  国庫負担  
差引残   積立金    （21年度価格）   

（注1）  

収入  拠出金   

平成（西暦）   円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   

21（2009）  14，700   4．8   2．2   0．1   2．4   4．7   4．5   0．1   10．0   10．0   2．1  

22（2010）  14，980   4．9   2．2   0．2   2．5   4．7   4．5   0．2   10．2   10．1   2．1   

23（2011）  15，260   4．9   2．2   0．2   2．5   4．7   4．5   0．1   10．3   10．3   2．2   

24（2012）  15，540   4．9   2．2   0．2   2．5   4．8   4．6   0．1   10．4   10．5   2．1   

25（2013）  15，820   5．1   2．3   0．2   2．6   5．0   4．8   0．1   10．5   10．3   2．1   

26（2014）  16，100   5．4   2．4   0．3   2．7   5．2   5．0   0．1   10．7   10．2   2．0   

27（2015）  16，380   5．7   2．5   0．3   2．8   5．4   5．2   0．2   10．9   10．0   2．0   

32（2020）  16，900   6．6   2．9   0．5   3．2   6．1   5．9   0．5   13．0   10．6   2．0   

37（2025）  16，900   7．3   3．2   0．6   3．5   6．6   6．4   0．7   16．3   11．7   2．4   

42（2030）  16，900   8．0   3．4   0．8   3．8   7．1   6．9   0．9   20．6   13．1   2．8   

52（2040）  16，900   9．5   3．6   1．2   4．7   8．7   8．5   0．8   29．9   14．9   3．4   

62（2050）  16，900   11．5   4．0   1．5   6．0   10．9   10．8   0．5   36．6   14．2   3．3   

72（2060）  16，900   13．3   4．4   1．6   7．2   13．0   12．9   0．3   40．6   12．3   3．1   

82（2070）  16，900   14．7   4．8   1．6   8．2   14．8   14．7   －0．2   40．8   9．7   2．8   

92（2080）  16，900   16．0   5．4   1．5   9．1   16．4   16．2   －0．4   37．8   7．0   2．3   

102（2090）  16，900   17．3   6．1   1．3   9．9   17．9   17．8   －0．6   33．0   4．8   1．9   

112（2100）  16，900   18．7   6．7   1．0   10．9   19．7   19．6   －1．0   25．1   2．8   1．3   

117（2105）  16，900   19．5   7．2   0．8   11．5   20．7   20．6   －1．2   19．5   1．9   1．0   

（注1）保険料月額は国民年金法第87条第3項に規定されている保険料の額（平成16年度価格）を示している。実際の保険料の額は、   
平成16年改正後の物価、賃金の伸びに基づき改定されるものであり、平成21（2009）年度における保険料の額は月額14，660円である。  

（汚2）「積立度合」とは、前年度末積立金の当年度の支出合計に対する倍率である。  

（注3）「21年度価格」とは、賃金上昇率により、平成21（2009）年度の価格に換算したものである。  10   



年金積立金の将来見通し 一平成21年財政検証－  

○ 平成16年改正後は、今後、おおむね100年間にわたり財政が均衡するまで給付水準を自動調整する   
こととしており、おおむね100年後（2105年度）に、支払準備金程度の保有（給付費の1年分程度）と   
なるように積立金水準の目標を設定することとなる。  
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平成17年度  平成37年度  平成57年度  平成77年度  平成97年度  平成117年虐   

（2005）  （2025）  （2045）  （2065）  （2085）  （2105）   

（注1）基本ケース（人口は出生中位（死亡中位）、経済中位ケース）の場合。  

（注2）平成21年度価格とは、賃金上昇率により、平成21（2009）年度の価格に換算したものである。  11   
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一平成21年財政検証関連－   



最近の人口や経済の動向  

合計特殊出生率の推移と将来人口推計（平成18年推計）における仮定値  

平成17年  
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長期の経済前提の設定について  

【経済中位ケースの設定】  

（1）物価上昇率  

日本銀行金融政策決定会合において議決された「中長期的な物価安定の理解」を踏まえて、   

長期の前提として1．0％と設定。  

（2）賃金上昇率  

名目賃金上昇率（2．5％）＝ 物価上昇率（1．0％）＋ 実質賃金上昇率（1．5％）   

被用者1人あたりの実質経済成長率を実質賃金上昇率とみており、マクロの実質経済成長率   

から被用者数の変化率を差し引いたものに相当する。   

実質賃金上昇率（1．5％）＝ 実質経済成長率（0．8％）一 被用者数の変化率（▲0．7％）   

の関係であるものと見通して設定している。  

※実質経済成長率の見通しは、日本経済の潜在的な成長力の見通し等を踏まえてマクロ経済  

の観点から整合性のとれた推計（注）を行っている。   
日本経済及び世界経済が現下の金融危機に起因する混乱を脱した後、再び安定的な成長  

軌道に復帰することを想定した上で、その段階での平均的な経済の姿を見通したもの。  

（注）全要素生産性（TFP）上昇率や資本分配率などのパラメータを設定し、マクロ経済に関する基本的な   

関係式（コブ・ダグラス型生産関数）を用いた推計。  

14   



（3）運用利回り  

名目運用利回り（4．1％）  

＝ 物価上昇率（1．0％）＋・将来の実質長期金利（2．7％）＋ 分散投資効果（0．4％）  
一■ 一 一 ■ ■■ ■ ■■ ■ ■ ■ ■ ■ 一 － 一 一 － － ■■ ■ ■ ■ － 一 一 ■ ■ ■ ■ t■ ■■■■ ■－ ■■、  

ヽ  

将来の利潤率の見込み（9．7％）ノ  
′   

l  

J、  
将来の実質長期金利 ＝ 過去の実質長期金利  

過去の利潤率の実績（8．6～9．8％）  （2．1～3．0％） ′ノ  
′  ノ  

（2．4～3．0％）  

※将来の利潤率の見込みは、全要素生産性上昇率や資本分配率など：                                                                                                                l   
を設定し、マクロ経済に関する基本的な関係式を用いた推計値。  

ヽ＿●＿＿＿＿＿■】－■■●●■■■■■－■－■■■一一■■■■●■■■■■■■1－1■■■●■－■－－－一一－－－－－－－一－－－－－－－－－t－ノ■  

※ 過去の実質長期金利や利潤率の実績は15～25年の期間をとったもの。  

分散投資効果については、全額を国内債券で運用した場合のリスクと等しいリスク水準の下で  

分散投資した場合の期待リターンを基本として0．3～0．5％と設定。  
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長期の経済前提の設定（経済前提専門委員会の検討結果）の詳細  
（1）物価上昇率  

日本銀行金融政策決定会合において、「中長期的な物価安定の理解は0～2％程度の範囲内にあり、中心値は大勢   

として1％程度となっている」とされていることを踏まえ、長期の前提として1．0％と設定。   

（2）賃金上昇率  

過去の実績を基礎としつつ、マクロ経済の観点から整合性のとれた推計を行っている。具体的には、マクロ経済に関す   

る基本的な関係式（コブ・ダグラス型生産関数、下式）を用い、①全要素生産性上昇率、②資本分配率、③資本減耗率、   

④総投資率を設定し、長期の平均的な経済の姿としての実質GDP成長率を推定。  

この際、日本経済及び世界経済が現下の金融危機に起因する混乱を脱した後、再び安定的な成長軌道に復帰するこ   

とを想定した上で、その段階での平均的な経済の姿を見通している。  
l‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾t‾‾t‾‾‾‾‾‾‘‾‘‾‘‾‾‾‾‘‾‾‾－‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾t‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾■‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾ 「  

単位労働時間あたり実質GDP成長率 ＝ 実質GDP成長率一労働成長率  

＝（資本成長率一労働成長率）×資本分配率＋全要素生産性（TFP）上昇率  
資本成長率 ＝ 総投資率 × GDP ÷ 資本ストック ー 資本減耗率   

l＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿●●●＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿．．＿．＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ ＿＿＿●＿＿  

推計上の設定と推計結果は次のとおり。  

〔設定〕   設定値   備考   

（ 

全要素生産   2000年代に入り1％程度の水準まで高まってきているとの分析や、内閣府「日本経済の進路と戦略」参考   
性（TFP）  試算（平成20年1月）等における前提（成長シナリオで1．4～1．5％程度、リスクシナリオで0．9％程度）を勘案   
上昇率  

（3通り）  
して、左記の3通りを設定。   

資本分配率   39．1％   
過去10年間（平成9（1997）～18（2006）年度）実績の平均で一定。  

国民経済計算を用いて「1一雇用者報酬÷（固定資本減耗＋営業余剰（純）＋雇用者報酬）」により算出。   

資本減ま毛率   8．9％   
過去10年間（平成9（1997）～18（2006）年度）実績の平均で一定。  
国民経済計算を用いて「固定資本減耗÷有形（純）固定資産」により算出。   

平成19（2007）年度  

23．0％   
総投資率  緩やかな低下傾向にある過去の実績傾向を対数正規曲線により外挿。  

平成54（2042）年度  

18．6％  

△0．8％  

労働成長率   （平成27（2015）～  
平成18年12月の人口推計と平成20年3月の労働力需給の推計を基礎として、雇用の非正規化が進むこと  

51（2039）年度平均）  
等を踏まえて、マンアワーベース（総労働時間）の労働投入量を推計。  16  



〔推計結果〕（平成27（2015）～51（2039）年度の平均）   TFP上昇率1．3％   TFP上昇率1，0％   TFP上昇率 0．7％   

単位労働時間あたり実質GDP成長率   1．9～2．1％程度   1．5～1．7％程度   1．1～1．3％程度   

被用者年金被保険者1人あたり実質賃金上昇率   1．8～2．0％程度   1．4～1．6％程度   1．0～1．2％程度   

名目賃金上昇率   2．8～3．0％程度   2．4～2．6％程度   2．0～2．2％程度  

※マクロでの実質GDP成長率は、TFP上昇率の各ケースに対してそれぞれ、1．2％程度、0．8％程度、0．4％程度と見込まれる。  
※被用者年金被保険者1人あたり実質賃金上昇率＝単位労働時間あたり実質GDP成長率＋被用者の平均労働時間の変化率  

名目賃金上昇率＝物価上昇率（1．0％）＋被用者年金被保険者1人あたり実質賃金上昇率   

（3）運用利回りは、「物価上昇率＋実質長期金利＋分散投資による追加的な収益率」により設定  

2015～2039年度の利潤率（B）  
・実質長期金利＝過去の一定期間における平均実質長期金利×   

過去の一定期間における利潤率（A）  

※ 過去の一定期間は、25年間（1982－2006）、20年間（1987－2006）、15年間（1992－2006）の3通りとした。  

・利潤率＝資本分配率×GDP÷資本ストック ー資本減耗率  

・上記算定式中の項目について、推計上の設定と推計結果は次のとおり。  

〔設定〕   設定値   備考   

分散投資による   0．3′・■0．5％   
積立金の全額を国内債券で運用した場合のリスクと等しいリスクの下で最も効率的な   

追加的な収益率  ポートフォリオを設定した場合において想定されるもの。下限はさらに保守的に設定。   

9．8％（1982－2006）  
利潤率（A）  9．4％（1987－2006）  

8．6％（1992－2006）  

3．03％（1982－2006）  
平均実質長期金利  2．48％（1987－2006）  

2．14％（1992－2006）   

〔推計結果〕   TFP上昇率1．3％   TFP上昇率1．0％   TFP上昇率 0．7％   備考   

利潤率（B）   10．3％   9．7％   9．1％   平成27（2015）～  

実質長期金利   2．55～3．18％   2．41′・■ 3．01％   2．28～2．84％   51（2039）年度の平均  

名目運用利回り   3．8～4．7％   3．7～4．5％   3．6～4．3％  17   



諸外国の公的年金の将来見通しにおける経済前提について  

○ 国により、制度内容、財政見通し期間、積立水準、積立金運用方法等が異なり、様々な   
経済前提設定がされている。  

○ 経済前提の設定手法については、情報公開が進んでいるアメリカに関するもの以外は、   
十分に把握できていないところであるが、総じて過去実績の傾向を基に設定しているよう   
に見受けられる。  

○ 国際機関において年金の将来見通しが作成され、その前提についての設定手法が開示さ   
れている例があり、このうちEU委員会では、マクロ経済に関する関係式が用いられている。  

アメリカ   カナダ   イギリス   フランス   ドイツ   スウェーデン  

2007年信託基金   第21回レポート・  2000年国民保険基金  2006年3月における  2005年年金保険   2006年年金制度  
報告書   2004年12月   長期財政見通し   年金の見通し   報告書   年次報告書   

財政見通し期間  75年間（短期は10年  60年間  概ね45年間   中期は5年間、長期は  

間）   15年間   

経済前提  （低、中、高コスト）  （賃金上昇率3とおり）  

（最終的な数値）  ナリオ）  

物価上昇率  1．8％、2．8％、3．8％  2．7％  2．％  

イ壬、上白；え  1．5％、2．5％、3．5％  

（実質）  1．6％、1．1％、0．6％  1．2％   2％、1．8％、1％  

、軍 l口し  
3．6％、2．9％、2．1％  亘．1％  5．5％、3．25％、1％  

（2007年）  年）   

で運営   

立金運用方法  套額、非市場性の国  宿券・株式等   

債・財務睾証券  1亘麹 j．5％  
（注）「運用利回り（実質）」は、「運用利回り（名目）一物価上昇率」である。  
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（参考試算）  

国民年金積立金の見通し  
（基礎年金国庫負担割合を据え置いた場合の影響）  

（平成21年度価格、兆円）  

（注）平成21年財政検証の基本ケースに基づく試算。  19   



第35回社会保障審議会年金数理部会   
資料2－2   

平成21年3月30日   

平成21年2月23日  

国民年金及び厚生年金に係る   

財政の現況及び見通し  
一平成21年財政検証結果－  

厚生労働省  
■一－－■■－－－－－－－－－－－一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一－－－－－－－－－－－－－－－一－－－－－－－－－－－－一一一－－－－－－－一一－－－－－－－－－－－－－－－－一一－－－－－－－－－－‾‾‾  

l  

… ※国民年金法第四条の三及び厚生年金保険法第二条の四においては、政府  
は少なくとも5年ごとに、国民年金・厚生年金の財政に係る収支についてその  
現況及び財政均衡期間における見通し（「財政の現況及び見通し」）を作成し  

なければならないと定められており、本報告書において当該「財政の現況及  
び見通し」を公表するものである。なお、本報告書における「財政検証」とは、  

「財政の現況及び見通し」の作成を指すものである。  

毒 ※平成21年財政検証における各試算については、その詳細なデータ等を厚生  
労働省ホームページ社会保障審議会年金部会（第14回）において公開する  

こととしている。   
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1．国民年金・厚生年金の給付と負担の関係と財政検証  

平成16年年金制度改正における年金財政のフレームワーク  

○ 上限を固定した上での保険料の引上げ   

（最終保険料（率）は国民年金16，900円（平成16年度価格）、厚生年金18．3％）  

○ 負担の範囲内で給付水準を自動調整する仕組み（マクロ経済スライド）の導入  

○ 積立金の活用   

（おおむね100年間で財政均衡を図る方式とし、財政均衡期間の終了時に給付責1年分程度  
の積立金を保有することとし、積立金を活用して後世代の給付に充てる）  

○ 基礎年金国庫負担の2分の1への引上げ  
■一■－－■－【－－－一一－－－－－－－－t－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一－－－－－－－－－一－－－－－－－一一－－－－一一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一－－－－－－－一－－－－－■■●●  

人口や経済の動向  

ごとに、   くとも5  

○ 財政見通しの作成   

○ マクロ経済スライドの開始■終了年度の見通しの作成  

を行い、年金財政の健全性を検証する   

→ 次の財政検証までに所得代替率が50％を下回ると見込まれる場合に   

は、給付水準調整の終了その他の措置を講ずるとともに、給付及び負担   
の在り方について検討を行い、所要の措置を講ずる  

2   



財政の現況及び見通し（いわゆる財政検証）に関する法律の規定  

国民年金法（昭和34年法律第141号）一抄－  

（財政の現況及び見通しの作成）  

第四条の王 政府は、少なくとも五年ごとに、保険料及び国庫負担の嶺並びにこの法律による給付に  

び財政均衡期間における見通し（以下「財政の  額その他の国民年 金事業の財政に係る収支についてその  

現況及び見通し」という。）を作成しなければならない。  

2 前項の財政均衡期間（第十六条の二第一項において「財政均衡期間」という。）は、財政の現況及び見通しが作  

成される年以降おおむね百年間とする。  
3 政府は、第一項の規定により財政の現況及び見通しを作成したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない  

可  

（調整期間）  

第十六条の二 政府は、第四条の三第一項の規定により財政の現況及び見通しを作成するに当たり、国民年金事   

業の財政が、財政均衡期間の終了時に給付の支給に支障が生じないようにするために必要な積立金（中略）を保   

有しつつ当該財政均衡期間にわたってその均衡を保つことができないと見込まれる場合には、年金たる給付（付   

加年金を除く。）の額（以下この項において「給付額」という。）を調整するものとし、政令で、給付額を調整する期間   

（以下「調整期間」という。）の開始年度を定めるものとする。  

2 財政の現況及び見通しにおいて、前項の調整を行う必要がなくなったと認められるときは、政令で、調整期間の   

終了年度を定めるものとする。  

3 政 府は、御   

作成し、併せて、これを公表しなければならない。  

（注）厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）においても、上記と同様の規定がある（第二条の四及び第三十四条）。   



2．平成21年財政検証の諸前提  

○ 財政検証は、おおむね100年間にわたる長期の年金財政の状況を見通すものであり、今後の社会・   
経済状況について一定の前提を置く必要があるが、これらは様々に変化しうるものであることから、   

前提の設定にあたっては、以下のように複数のケースを設定している。   

したがって、財政検証の結果の解釈にあたっては、相当の幅をもってみる必要がある。   

＜主な前提＞  

（1）将来推計人口（少子高齢化の状況）の前提  

イ日本の将来推計人口（平成18年12月推計）」を使用。   

・合計特殊出生率及び死亡率について中位、高位、低位の3通りをそれぞれ設定。  

平均寿命  合計特殊出生率   

2055年  2005年（実績）  2055年  2005年（実績）  

男：83．67 年  

女：90．34 年  
78．53 年  
85．49 年  

→ 死亡中位  
出生高位：1．55  

出生中位：1．26  

出生低位：1．06  

年
年
 
年
年
 
 

3
 
1
 
1
 
7
 
 

9
 
5
 
4
 
1
 
 
 

4
 
1
 
2
 
9
 
 

8
 
9
 
8
 
8
 
 

1．26  →  
死亡低位   

死亡高位  

（2）労働力率の前提   

■平成20年4月にとりまとめられた「新雇用戦略」やその後の雇用政策の推進等によって実現すると仮定される   

状況を想定して、独立行政法人労働政策研究■研修機構「労働力需給の推計（平成20年3月）」における「労   

働市場への参加が進むケース」に準拠して設定。  
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（3）経済前提   

社会保障審議会年金部会経済前提専門委員会の「平成21年財政検証における経済前提の範囲について（検   

討結果の報告）」（平成20年11月12日）および内閣府「経済財政の中長期方針と10年展望比較試算」（平成21年  

1月）をもとに、経済中位、経済高位、経済低位の3つのケースを以下のとおり設定。   

・長期の経済前提（平成28（2016）年度以降）は、経済前提専門委員会における検討結果の報告で示された  

範囲（※）の中央値をとって設定。  

※過去の実績を基礎としつつ、日本経済の潜在的な成長力の見通しや労働力人口の見通し等を踏まえ、マクロ経済に関する  

基本的な関係式を用いて推計される実質経済成長率や利潤率を用いて、長期間の平均的な経済前提の範囲を推計。  

長期の経済前提  物価上昇率   賃金上昇率   運用利回り   備考   

経済中位   名目   2．5％   
1．0％  

名目   4．1％  全要素生産性上昇率1．0％   

ケース  実質（対物価）1．5％  実質（対物価）3．1％  の場合の範囲の中央値   

経済高位   名目   2．9％   
1．0％  

名目   4．2％  全要素生産性上昇率1．3％   

ケース  実質（対物価）1．9％  実質（対物価）3．2％  の場合の範囲の中央値   

経済低位   名目   2．1％   
1．0％  

名目   3．9％  全要素生産性上昇率0．7％   

ケース  実質（対物価）1．1％  実質（対物価）2．9％  の場合の範囲の中央値   

※足下の経済前提（平成27（2015）年度以前）は、内閣府「経済財政の中長期方針と10年展望比較試算」（平成21年1月）に準拠。  
経済中位ケース：2010年世界経済順調回復シナリオ（ケース1－1－1）  

経済高位ケース：2010年世界経済急回復シナリオ（ケース1－1－2）  

経済低位ケース：世界経済底ばい継続シナリオ（ケース1－1－3）  〔  

※平成27（2015）～51（2039）年度平均の実質経済成長率は、経済中位ケースで0．8％程度、経済高位ケースで1．2％程度、  

経済低位ケースで0．4％程度と見込まれる。  

※なお、名目運用利回りは上記のほか長期金利上昇による国内債券への影響を考慮して設定している。  
また、平成20（2008）年度については平成20（2008）年12月末における株価等の状況を織り込んでいる。  

（4）その他の前提  

・上記の前提の他、制度の運営実績に基づいた諸前提（障害年金の発生率等）が用いられている。   

これらの諸前提は、被保険者及び年金受給者等の直近の実績データ等を基礎として設定している占  

・基礎年金め2分の1を国庫で負担することとしている。   



3．給付水準の将来見通し（平成21年財政検証結果）  

厚生年金の標準的な年金の給付水準（所得代替率）の見通し  

中 位  低 位  高 位  

出 生 率  

（注1）図中の数字は最終的な所得代替率の見通しを示している。（）内は所得代替率が50％に達した後、仮に、機械的にマクロ経済スライドの  
適用を続けて財政を均衡させた場合の数値。  

（注2）上記における死亡率の前提はいずれも死亡中位の場合。出生中位、経済中位ケースにおける最終的な所得代替率は、死亡高位の場合   
52．3％（平成47（2035）年度以降）、死亡低位の場合47．9％（平成53（2041）年度以降、仮に機械的にマクロ経済スライドの適用を続けて  
財政を均衡させた場合）の見通しである。  

（注3）マクロ経済スライドの適用開始年度は、経済中位ケース、経済高位ケースで平成24（2012）年度、経済低位ケースで平成26（2014）年度  
の見通し。  
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4．基本ケース（出生中位、経済中位）の場合の試算結果  
厚生年金の標準的な年金の給付水準の見込み（年金を受給し始めた時の年金額）  

通常の年金額の改定  年金額の伸びを調整（50％を下限）   

（注1）基本ケース（人口は出生中位（死亡中位）、経済中位）の場合。  
（注2）マクロ経済スライドによる給付水準の調整は平成24（2012）年度に開始する見込み。  
（注3）次の財政検証の時期（平成26（2014）年度）における所得代替率は60．1％の見通しであり、この時点で50％を下回る見込みとはなっていない0  
（注4）報酬比例部分の給付水準の調整は、図中の調整終了年度（平成50（2038）年度）よりも早い平成31（2019）年度に終了する見込み。  
（注5）図中の数値は各時点における名目籠。（）内の数値は、物価で現在価値に割り戻した額。  
（注6）年金額はスライド特例によるかさ上げ分のない本来水準。平成21年度に実際に支給される基礎年金額は夫婦で13・2万円（スライド特例によりかさ上げ）。  
（注7）年金をもらい始めた年以降の年金額（名目額）は物価上昇率で改定されるが、通常は物価上昇率よりも賃金上昇率の方が大きいため、そのときどきの  7   

現役世代の所得に対する比率は下がっていくことになる。   



世帯（夫婦）所得別の年金月額および所得代替率  

○世帯（夫婦）の合計所得が増加すると、所得代替率は低下するが、年金額は増加する。  

○マクロ経済スライドによる給付水準調整を行えば、所得代替率は低下する。ただし、名目年金額は減少しない調整方法をとることとし   
ており、一定の経済成長（実質1％、名目2％程度）があれば、物価で現在の価値に割り戻した年金額についても増加することとなる。  

｝‾】  120％  

110％  

100％  

90％  

80％  

70％  

60％  

50％  

40％  

30％   

世帯所得  世帯所得  
50万円の場合  

世帯所得  
60万円の場合  

世帯所得  世帯所得i  
30万円の場合  40万円の場合1  

l   

世帯所得 20万円の場合  （万円）  

50   

70万円の場合  

年金月額  104．2％  夫のみ就労の平均的な世帯  
現在  2050年  

総報酬月額 42．9万円 → 76．6万円  
［手取り賃金 35．8万円 → 62．6万円］  

世
帯
（
夫
婦
）
の
合
計
年
金
月
額
 
 

平成62（2050）年水準  
世
帯
（
夫
婦
）
の
所
得
代
替
率
 
 

37．2万円  

33．8万円  
78．0％   

h  
、  

27．0万円  

30．4万円  現在  
平成21（2009）年水準  、  

、㌧ 、．84．9％l   ¶  23．8万円  28．0万円  23．6万円  「ふ  

21．6万円  
‾、－J長  25．9万円  

－■ 51．8％  
・－▲－． ．．＿  

現在  
平成21（2009）年水準  

～9   
「皇   

慰」 麓  

22．3万円  

19．5万円  

、、－ご  軸物嘲伽 

％  

17，4万円  
46．3％  

増職 他職・細岬 瑚砂罰最  
10   

平成62（2050）年水準  

所得代替率  

70万円  
［58．3万円］  

60万円  
［50．0万円］  

50万円  
［41．7万円］  

40万円  
［33．3万円］  

2009年 20万円  
水 準 ［16．7万円］  

30万円  
［25．0万円］  

124．9万円  
［102．2万円］  

89．2万円  
［73．0万円］  

107．0万円・  
［87．6万円】  

71，3万円  
［58．4万円］  

53．5万円  
［43．8万円】  

2050年 35．7万円  
水 準［29．2万円］  

世帯（夫婦）の合計所得（月額）  

［手取り賃金（月額換算値）］  

（注1）人口は出生中位（死亡中位）、経済中位ケースの場合。  
（注2）世帯（夫婦）の合計所得の【】内は、手取り賃金（ボーナス込み年収の月額換算値）である。  
（注3）年金額は、スライド特例によるかさ上げ分のない本来水準。  
（注4）2050年水準の年金月額及び世帯の合計所得は、物価で2009年度価値に割り戻した値である。  

所得代替率 ＝ 年金月額 ÷ 手取り賃金（ボーナス込み年収の月額換算値）  8   



財 政 見 通 し  

厚生年金の財政見通し（平成21年財政検証）  

○基本ケース（人口は出生中位（死亡中位）、経済中位ケース）  

収支  年度末  年度末  

年度   保険料率  積立金  

（対総報酬）  保険料   運用収入  国庫負担  
差引残   積立金    （21年度価格）   

収入  拠出金   

平成（西暦）   ％   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   

21（2009）  15．704   34．9   23．8   2．1   7．2   35．8   13．1   －0．9   144．4   144．4   4．1  

22（2010）  16．058   35．0   24．7   2．5   7．4   36．7   13．5   －1．7   142．6   141．1   3．9   

23（2011）  16．412   36．7   26．2   2．7   7．5   37．8   13．9   －1．1   141．6   141．7   3．8   

24（2012）  16．766   38．5   27．6   2．8   7．8   39．2   14．4   －0，7   140．9   141．3   3．6   

25（2013）  17．120   40．4   28．9   3．1   8．1   40．4   15．0   －0．1   140，8   138．3   3．5   

26（2014）  17．474   42．5   30．3   3．6   8．4   41．3   15．7   1．2   142．0   135．4   3．4   

27（2015）  17．828   44．8   31．7   4．1   8．7   42．6   16．3   2．1   144．2   132．5   3．3   

32（2020）  18．30   53．3   36．9   6．8   9．4   45．7   18．1   7．6   172．5   140．6   3．6   

37（2025）  18．30   59．5   40．8   8．6   9．9   48．6   19．2   10．9   219，9   158，5   4．3   

42（2030）  18．30   66．1   44．5   11．1   10．4   52．3   20．5   13．8   284．2   181．0   5．2   

52（2040）  18．30   78．5   49．1   16．5   12．8   67．3   25．5   11．2   417．1   207．5  6．0   

62（2050）  18．30   90．4   54．1   20．2   16．0   82．9   31．9   7．5   507．7   197．3   6．0   

72（2060）  18．30   101．2   59．8   22．5   18．8   97．6   37．6   3．6   562．5   170．8   5．7   

82（2070）  18．30   109．6   65．2   22．6   21．7  112．8   43．4   －3．3   561．3   133．1   5．0   

92（2080）  18．30   116．7   72．4   20．3   23．9  124．2   47．8   －7．5   502．5   93．1   4．1   

102（2090）  18．30   123，9   81．2   16．6   26．1  135．6   52．3  －11．7   406．4   58．8   3．1   

112（2100）  18．30   129．9   90．7   10．3   28．9  149．8   57．8  －19．9   247．2   28．0   1．8   

117（2105）  18．30   132．4   96，2   5．8   30．4  157．5   60．8  －25．1   132．4   13．2   1．0   

前提：基本ケース   

出生：中位ケース   

死亡：中位ケース   

経済：中位ケース  

長期の経済前提  

物価上昇率 1．0％  

賃金上昇率 2．5％  

運用利回り 4．1％  

マクロ経済スライド  

調整開始年度   

平成24（2012）年度  

調整終了年度   

平成50（2038）年度  

最終的な所得代替率  

50．1％  

（平成50（2038）年度以降）  

（注1）「積立度合」とは、前年度末積立金の当年度の支出合計に対する倍率である。  

（注2）「21年度価格」とは、貸金上昇率により、平成21（2009）年度の価格に換算したものである。  

（注3）厚生年金基金の代行部分を含む、厚生年金全体の財政見通しである。  

9   

ご1  



国民年金の財政見通し（平成21年財政検証）  

○基本ケース（人口は出生中位（死亡中位）、経済中位ケース）  

収支  年度末  年度末  

年度   保険料月額  積立金  

（注1）  
保険料   運用収入  国庫負担  

差引残   積立金    （21年度価格）   

収入  拠出金   

平成（西暦）   円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   

21（2009）  14，700   4．8   2．2   0．1   2．4   4．7   4、5   0．1   10．0   10．0   2．1  

22（2010）  14，980   4．9   2．2   0．2   2．5   4．7   4、5   0．2   10．2   10．1   2．1   

23（2011）  15，260   4．9   2．2   0．2   2．5   4．7   4．5   0．1   10．3   10．3   2．2   

24（2012）  15，540   4．9   2．2   0．2   2．5   4．8   4．6   0．1   10．4   10．5   2．1   

25（2013）  15，820   5．1   2．3   0，2   2．6   5．0   4．8   0．1   10．5   10．3   2．1   

26（2014）  16，100   5．4   2．4   0．3   2．7   5．2   5，0   0．1   10．7   10．2   2．0   

27（2015）  16，380   5．7   2．5   0．3   2．8   5．4   5．2   0．2   10．9   10．0   2．0   

32（2020）  16，900   6．6   2．9   0．5   3，2   6．1   5．9   0．5   13．0   10．6   2．0   

37（2025）  16，900   7．3   3．2   0．6   3．5   6．6   6，4   0、7   16．3   11．7   2．4   

42（2030）  16，900   8．0   3，4   0．8   3．8   7．1   6．9   0．9   20．6   13．1   2．8   

52（2040）  16，900   9．5   3．6   1．2   4．7   8．7   8．5   0．8   29．9   14．9   3．4   

62（2050）  16，900   11．5   4．0   1．5   6．0   10．9   10．8   0．5   36．6   14．2   3，3   

72（2060）  16，900   13．3   4．4   1．6   7．2   13．0   12．9   0．3   40．6   12．3   3．1   

82（2070）  16，900   14．7   4．8   1．6   8．2   14．8   14．7   －0．2   40．8   9．7   2．8   

92（2080）  16，900   16．0   5．4   1．5   9．1   16．4   16．2   －0，4   37．8   7．0   2．3   

102（2090）  16，900   17．3   6．1   1．3   9．9   17．9   17．8   －0．6   33．0   4．8   1．9   

112（2100）  16，900   18．7   6．7   1．0   10．9   19．7   19．6   －1．0   25．1   2．8   1．3   

117（2105）  16，900   19．5   7．2   0．8   11．5   20．7   20．6   －1．2   19．5   1．9   1．0   

（注1）保険料月額は国民年金法第87条第3項に規定されている保険料の額（平成16年度価格）を示している。実際の保険料の額は、   
平成16年改正後の物価、賃金の伸びに基づき改定されるものであり、平成21（2009）年度における保険料の額は月額14，660円である。  

（注2）「積立度合」とは、前年度末積立金の当年度の支出合計に対する倍率である。  

（注3）「21年度価格」とは、賃金上昇率により、平成21（2009）年度の価格に換算したものである。  10   



基礎年金拠出金算定対象者数の見通し  基礎年金の財政見通し  

（平成16年度価格）   

年度  算定  
1号  

厚生年金  共済年金  

対象者数   被保険者          2号   3号   2号   3号  
被保険者  被保険者  被保険者  被保険者   

平成（西暦）  百万人  百万人  百万人  百万人  百万人  百万人   

21（2009）  58．3   12．6  31．1   9．0   4．3   1．3   

22（2010）  57．8   12．4  31．1   臥9   4．2   1．3   

23（2011）  57．4   12．0  31．3   8．8   4．2   1．2   

24（2012）  57．1   11．8  31．3   8．7   4．1   1．2   

25（2013）  56．8   11．7  31．3   臥6   4．1   1．1   

26（2014）  56．6   11．7  31．2   8．5   4．0   1．1   

27（2015）  56．4   11．7  31．2   8．4   3．9   1．1   

32（2020）  55．1   11．6  30．9   8．0   3．7   0．9   

37（2025）  53．2   11．4  30．0   7．5   3．5   0．9   

42（2030）  50．1   10．8  28．4   6．9   3．3   0．8   

52（2040）  42．2   8．9  23．9   5．8   2．8   0．7   

62（2050）  36．4   7．7  20．7   5．0   2．4   0．6   

72（2060）  31．4   6．7  17．8   4．3   2．1   0．5   

82（2070）  26．7   5．6  15．2   3．7   1．8   0．4   

92（2080）  23．3   4．9  13．3   3．2   1．5   0．4   

102（2090）  20．4   4．3  11．6   2．8   1．3   0．3   

112（2100）  17．8   3．8  10．2   2．5   1．2   0．3   

117（2105）  16．8   3．5   9．5   2．3   1．1   0．3   

①   ②   ③   ⑤   団  

基礎年金  基礎年金  
拠出金  

年度  給付費  算定  算定  （月額）  （月額）  
国庫負担  

対象額   
（名目額）  （名目額）  

平成（西暦）   兆円   兆円   兆円  百万人   円   円   

21（2009）  19．4（19．4）   9．9（9．9）   19．1   58．3  27，318   13，659   
22（2010）  19．7（19．8）  10．0（10．1）   19．3   57．8  27，905   13，952   
23（2011）  20．3（20．3）  10．3（10．3）   20．0   57．4  28，983   14，491   
24（2012）  21．0（20．9）  10．7（10．6）   20．7   57．1  30，150   15，075   
25（2013）  21．5（21．8）  10．9（11．1）   21．1   56．8  30，925   15，463   
26（2014）  21．7（22．7）  11．0（11．5）   21．3   56．6  31，389   15，695   

27（2015）  21．8（23．6）  11．1（12．0）   21．4   56．4  31，601   15，800   

32（2020）  21．4（26．2）  10．9（13．3）   21．0   55．1  31，754   15，877   

37（2025）  20．2（27．9）  10．3（14．2）   19．8   53．2  30，958   15，479   

42（2030）  19．0（29．8）   9．7（15．2）   18．7   50．1  31，013   15，507   

52（2040）  18．5（37．0）   9．5（19．0）   18．0   42．2  35，650   17，825   

62（2050）  18．1（46．4）   9．3（23．8）   17．6   36．4  40，300   20，150   

72（2060）  16．7（54．8）   8．6（28．2）   16．2   31．4  43，104   21，552   

82（2070）  15．0（63．1）   7．7（32．4）   14．6   26．7  45，580   22，790   

92（2080）  12．9（69．5）   6．6（35．7）   12．6   23．3  ．44，869   22，435   

102（2090）  11．0（76．0）   5．7（39．0）   10．7   20．4  43，730   21，865   

112（2100）  9．5（83．9）   4．9（43．1）   9．3   17．8  43，195   21，598   

117（2105）  8．8（88．3）   4．5（45，4）   8．6   16．8  42，700   21，350  

←】  

（注1）②の基礎年金国庫負担額には、地方公務員共済組合の基礎年金拠出金に係る地方負担分等を含む。  

（注2）⑥の保険料相当額は、基礎年金給付（国庫負担相当額を除く。）を完全な賦課方式で賄うとした場合に必要な保険料に相当する。  

（注3）国民年金は、賦課方式を基本としつつ積立金を保有し活用することにより、保険料水準を平成28（2017）年度以降16，900円（平成16年度価格）に固定し、おおむね100年間の財政の均衡を  
図っている。このため上表では平成16年度価格で表示している。なお、平成21（2009）年度において、国民年金法第87条第3項に規定されている国民年金の保険料は平成16年度価格で  

月額14，700円であるが、実際の保険料の額は平成16年改正後の物価、貸金の伸びに基づき改定されるものであるため月額14，660円となっている。  
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年金積立金の将来見通し 一平成21年財政検証－  

○平成16年改正後は、今後、おおむね100年間にわたり財政が均衡するまで給付水準を自動調整する   
こととしており、おおむね100年後（2105年度）に、支払準備金程度の保有（給付真の1年分程度）と   
なるように積立金水準の目標を設定することとなる。  
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平成17年度  平成37年度  平成57年度  平成77年度  平成97年度  平成117年度   

（2005）  （2025）  （2045）  （2065）  （2085）  （2105）  

（注1）基本ケース（人口は出生中位（死亡中位）、経済中位ケース）の場合。  
（注2）平成21年度価格とは、賃金上昇率により、平成21（2009）年度の価格に換算したものである。  13   



5．その他のケースにおける財政見通し  

厚生年金の財政見通し（平成21年財政検証）  

○人口は出生高位（死亡中位）、経済中位ケース  

収支  年度末  年度末  

年度   保険料率  積立金  

（対総報酬）  保険料   運用収入  国庫負担  
差引残   積立金    （21年度価格）   

収入  拠出金   

平成（西暦）   ％   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   

21（2009）  15．704   34．9   23．8   2．1   7．2   35．8   13．1   －0．9   144了4   144．4   4．1  

22（2010）  16．058   35．0   24．7   2．5   7．4   36．7   13．5   －1．7   142．6   141．1   3．9   

23（2011）  16．412   36．7   26．2   2．7   7．5   37．8   13．9   －1．1   141．6   141．7   3．8   

24（2012）  16．766   38．5   27．6   2．8   7．8   39．2   14．4   －0，7   140．9   141．3   3．6   

25（2013）  17．120   40．4   28．9   3．1   8．1   40．4   15．0   －0．1   140．8   138．3   3．5   

26（2014）  17．474   42．5   30．3   3．6   8．4   41．3   15．7   1．2   142．0   135．4   3，4   

27（2015）  17．828   44．8   31．7   4．1   8．7   42．7   16．3   2．0   144．1   132．4   3．3   

32（2020）  18．30   53．1   36．8   6．6   9．4   46．7   18．1   6．4   168．4   137．3   3．5   

37（2025）  18．30   59．0   40．8   8．2   9．9   49．7   19．2   9．3   208．8   150．4   4．0   

42（2030）  18．30   65．4   44．5   10．4   10．4   53．6   20．5   11．8   264．0   168．1   4．7   

52（2040）  18．30   78．3   50．0   14．6   13．7   71．3   27．4   7．1   365．8   181．9   5．0   

62（2050）  18．30   90，9   57．1   16．5   17．3   88．1   34，6   2．8   411．0   159．7   4．6   

72（2060）  18．30   104．3   66．7   17．0   20．6  104．3   41．3   0．1   423．6   128．6   4．1   

82（2070）  18．30   118．0   77．7   16．4   23．9  120．8   47．9   －2．8   406．2   96．3   3．4   

92（2080）  18．30   133，7   91．3   15．1   27．2  136．9   54．4   －3．2   374．7   69．4   2．8   

102（2090）  18．30   152．7  107．6   13．5   31．5  158．0   63，1   －5．3   334．1   48．4   2．1   

112（2100）  18．30   174．0  126．7   10．3   37．0  185．1   74．1  －11．1   251．4   28．4   1．4   

117（2105）  18．30   185．6  137．8   7．8   40．1  200．2   80．2  －14．6   185．6   18．5   1．0   

（注1）「積立度合」とは、前年度末積立金の当年度の支出合計に対する倍率である。  

（注2）「21年度価格」とは、賃金上昇率により、平成21（2009）年度の価格に換算したものである。  

（注3）厚生年金基金の代行部分を含む、厚生年金全体の財政見通しである。  14   



国民年金の財政見通し（平成21年財政検証）  

○人口は出生高位（死亡中位）、経済中位ケース  

収支  年度末  年度末  

年度   保険料月額  積立金  

（注1）  保険料   運用収入  国庫負担  
差引残   積立金    （21年度価格）   

収入  拠出金   

平成（西暦）   円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   

21（2009）  14，700   4．8   2．2   0．1   2．4   4．7   4．5   0．1   10．0   10．0   2．1  

22（2010）  14，980   4．9   2．2   0．2   2．5   4．7   4．5   0．2   10．2   10．1   2，1   

23（2011）  15，260   4．9   2．2   0．2   2．5   4．7   4．5   0．1   10．3   10．3   2．2   

24（2012）  15，540   4．9   2．2   0．2   2．5   4．8   4．6   0．1   10．4   10．5   2．1   

25（2013）  15，820   5．1   2．3   0．2   2．6   5．0   4．8   0．1   10．5   10．3   2．1   

26（2014）  16，100   5．4   2，4   0．3   2．7   5．2   5．0   0．1   10．7   10．2   2．0   

27（2015）  16，380   5．7   2．5   0．3   2．8   5．4   5．2   0．2   10．9   10．0   2．0   

32（2020）  16，900   6．6   2．9   0．5   3．2   6．1   5．9   0．5   13．0   10．6   2．0   

37（2025）  16，900   7．3   3．2   0．6   3．5   6．6   6．4   0．7   16．3   11．7   2．4   

42（2030）  16，900   8．1   3．4   0．8   3，8   7．1   6．9   0．9   20．6   13．1   2．8   

52（2040）  16，900   10．1   3．8   1．2   5．1   9．4   9．3   0．6   29．0   14．4   3．0   

62（2050）  16，900   12．3   4．3   1．3   6．6   12．0   11．8   0．3   33．1   12．9   2．7   

72（2060）  16，900   14．4   5．1   1．4   8．0   14．3   14．2   0．1   34．7   10．5   2．4   

82（2070）  16，900   16．5   5．9   1．4   9．2   16．6   16．4   －0．1   34．4   8．2   2．1   

92（2080）  16，900   18．8   7．0   1．4   10．5   18．9   18．7   －0．0   33．7   6．2   1．8   

102（2090）  16，900   21．7   8．2   1．3   12．2   21．9   21．7   －0．1   32．9   4，8   1．5   

112（2100）  16，900   25．1   9．6   1．2   14．3   25．6   25．4   －0．5   29．8   3．4   1．2   

117（2105）  16，900   27．1   10．5   1．1   15．5   27．7   27．5   －0．6   27．1   2．7   1．0   

（注1）保険料月額は国民年金法第87条第3項に規定されている保険料の額（平成16年度価格）を示している。実際の保険料の額は、   
平成16年改正後の物価、賃金の伸びに基づき改定されるものであり、平成21（2009）年度における保険料の額は月額14，660円である0  

（注2）「積立度合」とは、前年度末積立金の当年度の支出合計に対する倍率である。  

（注3）「21年度価格」とは、賃金上昇率により、平成21（2009）年度の価格に換算したものである。  
15   



厚生年金の財政見通し（平成21年財政検証）  

○人口は出生低位（死亡中位）、経済中位ケース  
（所得代替率が50％に達した後、仮に、機械的にマクロ経済スライドの適用を続けて財政を均衡させた場合）  

収支  年度末  年度末  

年度   保険料率  積立金  

（対総報酬）  保険料   連用収入  国庫負担  差引残   積立金    （21年度価格）   
収入  拠出金   

平成（西暦）   ％   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   

21（2009）  15．704   34．9   23．8   2．1   7．2   35．8   13．1   －0．9   144．4   144．4 4．1  

22（2010）  16．058   35．0   24．7   2．5   7．4   36．7   13．5   －1．7   142．6   141．1   3．9   

23（2011）  16．412   36．7   26．2   2．7   7．5   37．8   13．9   －1．1   141．6   141．7   3．8   

24（2012）  16．766   38．5   27．6   2．8   7．8   39．2   14．4   －0．7   140．9   141．3   3．6   

25（2013）  17．120   40．4   28．9   3．1   8．1   40．5   15．0   －0．1   140．8   138．3   3．5   

26（2014）  17．474   42．5   30．3   3．6   8．4   41．3．   15．7   1．2   142．0   135．4   3，4   

27（2015）  17．828   44．8   31．8   4．1   8．7   42．6   16．3   2．1   144．2   132．5   3．3   

32（2020）  18．30   53、3   36．9   6．8   9．4   45．5   18．1   7．8   172．8   140．8   3．6   

37（2025）  18．30   59、6   40．9   8．8   9．9   47．6   19．3   12．0   224．2   161．6   4．5   

42（2030）  18．30   66．5   44．4   11．5   10．5   51．4   20．6   15．1   294．8   187．7   5．4   

52（2040）  18．30   78、0   48．2   17．6   12．3   64．5   24．4   13．6   444．4   221．1   6，7   

62（2050）  18．30   88．6   51．4   22．3   14．9   78．6   29．8   10．0   560．9   218．0   7．0   

72（2060）  18．30   97，0   54．2   25．4   17．3   92．1   34．6   4．8   635．4   192．9   6．8   

82（2070）  18．30   100，9   55．7   25．4   19．8  106．1   39．6   →5．2   630．5   149．5   6．0   

92（2080）  18．30   102．4   59．3   22．1   21．0  112．9   42．1  －10．5   543．9   100．8   4．9   

102（2090）  18．30   102．9   63．9   17．1   21．9  117．7   43．7  －14．8   417．7   60，4   3．7   

112（2100）  18．30   101．2   68．6   9．6   23．0  124．0   46．0  －22．9   227，7   25．7   2．0   

117（2105）  18．30   99．7   71．5   4．6   23．6  127．2   47．3  －27．4   99．7   10．0   1，0   

前提   

出生：低位ケース   

死亡：中位ケース   

経済：中位ケース  

長期の経済前提  

物価上昇率1．0％  

賃金上昇率 2．5％  

運用利回り 4．1％  

マクロ経済スライド  

調整開始年度   

平成24（2012）年度  

調整終了年度   

平成53（2041）年度  

最終的な所得代替率  

46．9％  

（平成53（2041）年度以降）  

※所得代替率が50％に達した  
後、仮に、機械的にマクロ経済  
スライドの適用を続けて財政を  
均衡させた場合  

（注1）「積立度合」とは、前年度末積立金の当年度の支出合計に対する倍率である。  

（注2）「21年度価格」とは、賃金上昇率により、平成21（2009）年度の価格に換算したものである。  

（注3）厚生年金基金の代行部分を含む、厚生年金全体の財政見通しである。  16   



国民年金の財政見通し’（平成21年財政検証）  

○人口は出生低位（死亡中位）、経済中位ケース  
（所得代替率が50％に達した後、仮に、機械的にマクロ経済スライドの適用を続けて財政を均衡させた場合）  

収支  年度末  年度末  

年度   保険料月額  積立金  

（注1）  保険料   運用収入  国庫負担  
差引残   積立金    （21年度価格）   

収入  拠出金   

平成（西暦）   円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   

21（2009）  14，700   4．8   2．2   0．1   2．4   4．7   4．5   0．1   10．0   10．0   2．1  

22（2010）  14，980   4．9   2．2   0．2   2．5   4．7   4．5   0．2   10．2   10．1   2．1   

23（2011）  15，260   4．9   2．2   0．2   2．5   4．7   4．5   0．1   10．3   10．3   2．2   

24（2012）  15，540   4．9   2．2   0．2   2．5   4．8   4．6   0．1   10．4   10．5   2．1   

25（2013）  15，820   5．1   2．3   0．2   2．6   5．0   4．8   0．1   10．5   10．3   2．1   

26（2014）  16，100   5．4   2．4   0．3   2．7   5．2   5．0   0．1   10，7   10．2   2．0   

27（2015）  16，380   5．7   2．5   0．3   2．8   5．4   5．2   0．2   10，9   10．0   2．0   

32（2020）  16，900   6．6   2．9   0．5   3．2   6．1   5．9   0．5   13．0   10．6   2．0   

37（2025）  16，900   7，3   3．2   0．6   3．5   6．6   6．4   0．7   16．3   11．7   2．4   

42（2030）  16，900   7．9   3．4   0．8   3．7   7．0   6．8   0．9   20．5   13．1   2．8   

52（2040）  16，900   9．1   3．5   1．2   4．4   8．2   8．0   0．9   29．6   14．7   3．5   

62（2050）  16，900   10．8   3．7   1．5   5．6   10．1   10．0   0．6   37．3   14．5   3．6   

72（2060）  16，900   12．2   4．0   1．7   6．6   11．9   11．8   0．3   42．0   12．7   3．5   

82（2070）  16，900   13．1   4．0   1．7   7．4   3・4   13．3   －0．3   41．4   9．8   3．1   

92（2080）  16，900   13．7   4．3   1．5   7．9   14，3   14．1   －0．6   36．5   6．8   2．6   

102（2090）  16，900   14．2   4．7   1．2   8．2   14．9   14．8   －0．7   29．9   4．3   2．1   

112（2100）  16，900   14．5   5．0   0．9   8．6   15．6   15．4   －1．1   20．7   2．3   1．4   

117（2105）  16，900   14．7   5．3   0．6   8．8   16．0   15．8   －1．3   14．7   1．5   1．0   

前提   

出生：低位ケース   

死亡：中位ケース   

経済：中位ケース  
■」  

長期の経済前提  

物価上昇率 1．0％  

賃金上昇率 2．5％  

運用利回り 4．1％  

マクロ経済スライド  

調整開始年度   

平成24（2012）年度  

調整終了年度   

平成53（2041）年度  

※所得代替率が50％に達した  
後、仮に、機械的にマクロ経済  
スライドの適用を続けて財政を  
均衡させた場合  

（注1）保険料月額は国民年金法第87条第3項に規定されている保険料の額（平成16年度価格）を示している。実際の保険料の額は、   
平成16年改正後の物価、賃金の伸びに基づき改定されるものであり、平成21（2009）年度における保険料の額は月額14，660円である。  

（注2）「積立度合」とは、前年度末積立金の当年度の支出合計に対する倍率である。  

（注3）「21年度価格」とは、賃金上昇率により、平成21（2009）年度の価格に換算したものである。  
17   



厚生年金の財政見通し（平成21年財政検証）  

○人口は出生中位（死亡中位）、経済高位ケース  

収支  年度末  年度末  

年度   保険料率  積立金  

保険料   運用収入  国庫負担  
差引残   積立金    （21年度価格）   

（対総報酬）  
収入  拠出金   

平成（西暦）   ％   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   

21（2009）  15．704   34．9   23．8   2．1   7．2   35．8   13．1   －0．9   144．4   144．4   4．1  

22（2010）  16．058   35．4   24．8   2．8   7．4   36．7   13．5   －1．3   143．0   141．5   3．9   

23（2011）  16．412   37．4   26．5   3．1   7．5   37．8   13．9   －0．4   142．7   142．8   3．8   

24（2012）  16．766   39．6   28．1   3．5   7．8   39．2   14．4   0．4   143．0   143．3   3．6   

25（2013）  17．120   41．9   29．5   4．0   8．1   40．7   15．1   1．2   144．3   140．6   3．5   

26（2014）  17．474   44．5   31．0   4．8   8，4   41．7   15．8   2．8   147．1   138．0   3．5   

27（2015）  17．828   47．3   32．6   5．7   8．8   43．2   16．5   4．1   151．2   135．9   3．4   

32（2020）  18．30   55．8   38．5   7．5   9．6   46．9   18．4   8．9   186．9   147．7   3．8   

37（2025）  18．30   63．6   43．5   9．8   10．1   50．2   19．7   13．3   244．2   167．2   4．6   

42（2030）  18二30   72．3   48．3   12．9   10．9   55．5   21．5   16．8   322．8   191．6   5．5   

52（2040）  18．30   89．5   55．5   19．8   14．2   74．9   28．2   14．6   488．8   218．0   6．3   

62（2050）  18．30   107．0   63．6   25．0   18．4   96．0   36．8   11．0   614．1   205．8   6．3   

72（2060）  18．30   124．5   73．1   28．8   22．6  117．9   45．3   6．6   702．1   176．7   5．9   

82（2070）  18．30   139．7   82．8   29．7   27．2  141．8   54．4   －2，1   721．7   136．5   5．1   

92（2080）  18．30   154．3   95．6   27．6   31．1  162．2   62．2   －7．9   665．9   94．6   4－2   

102（2090）  18．30   169．9  111．4   23．1   35．4  184．2   70．8  －14．3   555．0   59．3   3．1   

112（2100）  18．30   185．0  129．4   14．9   40．6  211．6   81．3  －26．7   348．9   28．0   1．8   

117（2105）  18．30   192．2  140．0   8．6   43．6  226．7   87．2  －34．5   192．2   13．4   1．0   

（注1）「積立度合」とは、前年度末積立金の当年度の支出合計に対する倍率である。  

（注2）「21年度価格」とは、賃金上昇率により、平成21（2009）年度の価格に換算したものである。  

（注3）厚生年金基金の代行部分を含む、厚生年金全体の財政見通しである。  18   



国民年金の財政見通し（平成21年財政検証）  

○人口は出生中位（死亡中位）、経済高位ケース  

収支  年度末  年度末  

年度   保険料月額  積立金  

保険料   運用収入  国庫負担  
差引残   積立金    （21年度価格）   

（注1）  

収入  拠出金   

平成（西暦）   円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   

21（2009）  14，700   4．8   2．2   0．1   2．4   4．7   4．5   0．1   10．0   10．0   2．1  

22（2010）  14，980   4．9   2．2   0．2   2．5   4．7   4．5   0．2   10．2   10．1   2．1   

23（2011）  15，260   4．9   2．2   0．2   2．5   4．7   4，5   0．2   10．4   10．4   2．2   

24（2012）  15，540   5．0   2．2   0．3   2．5   4．8   4．6   0．2   10．5   10．5   2．1   

25（2013）  15，820   5．2   2．3   0．3   2．6   5．0   4．8   0．2   10．7   10．4   2．1   

26（2014）  16，100   5．5   2．4   0．4   2．7   5．3   5．1   0．3   10．9   10．3   2．0   

27（2015）  16，380   5．9   2．5   0．4   2．9   5．5   5．3   0．4   11．3   10．2   2．0   

32（2020）  16，900   6．8   3．0   0，6   3．3   6．2   6．0   0．6   14．0   11．0   2．1   

37（2025）  16，900   7．7   3．4   0．7   3．6   6．8   6．6   0．9   17．9   12．2   2．5   

42（2030）  16，900   8．6   3．7   0．9   4．0   7，4   7．2   1．1   23．3   13．8   3．0   

52（2040）  16，900   10．6   4．0   1．4   5．2   9．5   9．4   1．1   35．2   15．7   3．6   

62（2050）  16，900   13．4   4．6   1．8   6．9   12．6   12．4   0．8   44．5   14．9   3．5   

72（2060）  16，900   16．1   5．4   2．1   8．7   15．6   15．5   0．5   51．0   12．8   3．2   

82（2070）  16，900   18．5   6．0   2．2   10．3   18．5   18．4   －0．1   52．7   10．0   2．8   

92（2080）  16，900   20．9   7．0   2．1   11．8   －21．2   21．1   －0．3   50．4   7．2   2．4   

102（2090）  16，900   23．6   8．2   1．9   13．5   24．2   24．1   －0．7   45．4   4．8   1．9   

112（2100）  16，900   26．4   9．5   1．5   5．4   27．7   27．5   －1．3   35．5   2．9   1，3   

117（2105）  16，900   28．0   10．3   1．2   16．5   29．7   29．5   －1．7   28．0   1．9   1．0   

」  

（注1）保険料月額は国民年金法第87条第3項に規定されている保険料の額（平成16年度価格）を示している。実際の保険料の額は、   
平成16年改正後の物価、賃金の伸びに基づき改定されるものであり、平成21（2009）年度における保険料の額は月額14，660円である0  

（注2）「積立度合」とは、前年度末積立金の当年度の支出合計に対する倍率である。  

（注3）「21年度価格」とは、賃金上昇率により、平成21（2009）年度の価格に換算したものである。  
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厚生年金の財政見通し（平成21年財政検証）  

○人口は出生中位（死亡中位）、経済低位ケース  
（所得代替率が50％に達した後、仮に、機械的にマクロ経済スライドの適用を続けて財政を均衡させた場合）  

収支  年度末  年度末  

年度   保険料率  積立金  

保険料   運用収入  国庫負担  
差引残   積立金    （21年度価格）   

（対総報酬）  
収入  拠出金   

平成（西暦）   ％   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   

21（2009）  15．704   34．8   23．8   2．1   7．2   35．8   13．1   －1．0   144．3   144．3   4．1  

22（2010）  16．058   34．5   24．4   2．3   7．4   36．7   13．5   －2．3   142．0   140．5   3．9   

23（2011）  16．412   35．7   25．5   2．4   7．5   37．8   13．9   －2．1   139．9   140．3   3．8   

24（2012）  16．766   36．9   26．5   2．4   7．8   39．2   14．4   －2．3   137．6  139．1   3．6   

25（2013）  17．120   38．1   27．4   2．4   8．0   40．3   15．0   －2．2   135．4   137．2   3，4   

26（2014）  17．474   39．4   28．4   2．5   8．3   40，7   15．5   －1．3   134．1   134，6   3．3   

27（2015）  17．828   40．7   29．4   2．7   8．5   41．6   15．9   －0．8   133．2   131．4   3．2   

32（2020）  18．30   48．1   33．3   5．5   9．0   43，6   17．3   4．5   147．1   130．5   3．3   

37（2025）  18．30   52．4   36．2   6．7   9．4   45，0   18．3   7．4   177．8   142．2   3．8   

42（2030）  18．30   56．8   38．7   8．3   9．8   47．3   19，2   9．6   222．7   160．5   4．5   

52（2040）  18．30   64．0   41．1   11．7   11．2   57．0   22．3   7．0   309．6   181．3   5．3   

62（2050）  18．30   70．1   43．5   13．9   12，6   65．9   25．3   4．2   364．6   173．5   5．5   

72（2060）  18．30   75．3   46．3   14．9   14．1   74．1   28．2   1．2   390．5   150．9   5．3   

82（2q70）  18．30   78．5   48．5   14．5   15．5   82．0   31．0   －3，5   377．0   118．4  4．6   

92（2080）  18．30   80．8   51．8   12．6   16．4   86．7   32．8   －6．0   326．3   83．2   3．8   

102（2090）  18．30   83．0   55．8   10．0   17．2   91．0   34．4   －8．1   256．2   53．1   2．9   

112（2100）  18．30   84．4   60．0   6．1   18．3   96．7   36．5  －12．3   154．0   25．9   1．7   

117（2105）  18．30   84．8   62．4   3．5   18．9   99．7   37．7  －14．9   84．8   12．9   1．0   

前提   

出生：中位ケース   

死亡：中位ケース   

経済：低位ケース  

長期の経済前提  

物価上昇率1，0％  

賃金上昇率 2．1％  

運用利回り 3．9％  

マクロ経済スライド  

調整開始年度   

平成26（2014）年度  

調整終了年度   

平成55（2043）年度  

最終的な所得代替率  

47．1％  

（平成55（2043）年度以降）  

※所得代替率が50％に達した  
後、仮に、機械的にマクロ経済  
スライドの適用を続けて財政を  
均衡させた場合  

（注1）「積立度合」とは、前年度末積立金の当年度の支出合計に対する倍率である。  

（注2）「21年度価格」とは、賃金上昇率により、平成21（2009）年度の価格に換算したものである。  

（注3）厚生年金基金の代行部分を含む、厚生年金全体の財政見通しである。  20   



国民年金の財政見通し（平成21年財政検証）  

○人口は出生中位（死亡中位）、経済低位ケース  

（所得代替率が50％に達した後、仮に、機械的にマクロ経済スライドの適用を続けて財政を均衡させた場合）  

収支  年度末  年度末  

年度   保険料月額  積立金  

保険料   運用収入  国庫負担  
差引残   積立金    （21年度価格）   

（注1）  

収入  拠出金   

平成（西暦）   円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   

21（2009）  14，700   4．8   2．2   0．1   2．4   4．7   4．5   0．1   10．0   10．0   2．1  

22（2010）  14，980   4．9   2．2   0．2   2．5   4．7   4．5   0．2   10．2   10．1   2．1   

23（2011）  15，260   4．8   2．2   0．2   2．5   4．7   4．5   0．1   10．3   10．3   2．2   

24（2012）  15，540   4．9   2．2   0．2   2．5   4．8   4．6   0．1   10．3   10．5  ●2．1   

25（2013）  15，820   5．0   2．2   0．2   2．6   5．0   4．8   －0．0   10．3   10．5   2．1   

26（2014）  16，100   5．1   2．2   0．2   2．7   5．2   4．9   －0．0   10．3   10．4   2．0   

27（2015）  16，380   5．3   2．3   0．2   2．8   5．3   5．1   0．0   10．3   10．2   1．9   

32（2020）  16，900   6．2   2．7   0．4   3．1   5．8   5．6   0．3   11．4   10．2   1．9   

37（2025）  16，900   6．7   2．9   0．5   3．3   6．3   6．1   0．4   13，4   10．7   2．1   

42（2030）  16，900   7．1   3．0   0．6   3．5   6．6   6．4   0．5   15．9   11．5   2，3   

52（2040）  16，900   7．9   3．1   0．8   4．1   7．6   7．4   0．4   20．4   11．9   2．6   

62（2050）  16，900   8．9   3．3   0．9   4．8   8．7   8．5   0．2   23．7   11．3   2．7   

72（2060）  16，900   9．8   3．5   1．0   5．4   9．8   9．6   0．1   25．2   9．8   2．6   

82（2070）  16，900   10．4   3．6   0．9   5．9   10．6   10．5   －0．2   24．4   7．7   2．3   

92（2080）  16，900   11．0   3．9   0．8   6．2   11．2   11．1   －0．3   21．9   5．6   2．0   

102（2090）  16，900   11．5   4．2   0．7   6．5   11．8   11．7   －0．3   19．0   3．9   1．6   

112（2100）  16，900   12．0   4．5   0．6   6．9   12．5   12．4   －0．5   14．9   2．5   1．2   

117（2105）  16，900   12．3   4．7   0．5   7．1   12．9   12．8   －0．5   12．3   1，9   1．0   

前提   

出生：中位ケース   

死亡：中位ケース   

経済：低位ケース  

長期の経済前提  

物価上昇率1．0％  

賃金上昇率 2．1％  

運用利回り 3．9％  

マクロ経済スライド  

調整開始年度   

平成26（2014）年度  

調整終了年度   

平成55（2043）年度  

※所得代替率が50％に達した  
後、仮に、機械的にマクロ経済  
スライドの適用を続けて財政を  
均衡させた場合  

（注1）保険料月額は国民年金法第87条第3項に規定されている保険料の額（平成16年度価格）を示している。実際の保険料の額は、   
平成16年改正後の物価、賃金の伸びに基づき改定されるものであり、平成21（2009）年度における保険料の額は月額14，660円である。  

（注2）「積立度合」とは、前年度末積立金の当年度の支出合計に対する倍率である。  

（注3）「21年度価格」とは、賃金上昇率により、平成21（2009）年度の価格に換算したものである。  
21   
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厚生年金の財政見通し（平成21年財政検証）  

○人口は出生高位（死亡中位）、経済高位ケース  

収支  年度末  年度末  

年度   保険料率  積立金  

保険料   運用収入  国庫負担  
差引残   積立金    （21年度価格）   

（対総報酬）  

収入  拠出金   

平成（西暦）   ％   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   

21（2009）  15．704   34．9   23．8   2．1   7．2   35．8   13．1   －0．9   144．4   144．4   4．1  

22（2010）  16．058   35．4   24．8   2．8   7．4   36．7   13．5   －1．3   143．0   141．5   3．9   

23（2011）  16．412   37．4   26．5   3．1   7．5   37．8   13．9   －0．4   142．7   142．8   3．8   

24（2012）  16．766   39．6   28．1   3．5   7．8   39．2   14．4   0．4   143．0   143．3   3．6   

25（2013）  17．120   41．9   29．5   4．0   8．1   40．7   15．1   1．2   144．3   140．6   3．5   

26（2014）  17．474   44．5   31．0   4．8   8．4   41．8   15．8   2．7   146．9   137．8   3．4   

27（2015）  17．828   47．2   32．6   5．7   8．8   43．6   16．5   3．6   150．6   135．4   3．4   

32（2020）  18．30   55．6   38．5   7．3   9．6   48．0   18．4   7，5   180．7   142．7   3．6   

37（2025）  18．30   63，0   43．5   9．2   10．1   51．5   19．7   11．5   229．7   157．3   4．2   

42（2030）  18．30   71．3   48．4   11．9   10．9   56．9   21．5   14．4   297．6   176，6   5．0   

52（2040）  18．30   89．0   56．5   17．3   15．2   79．6   30．4   9．4   424．4   189．2   5．2   

62（2050）  18．30   107．3   67．1   20．1   19．9  102．3   39．9   5．0   492．2   164．9   4．8   

72（2060）  18．30   127．7   81．4   21．5   24．8  126．1   49．6   1．7   523．6   131．8   4．1   

82（2070）  18．30   149．9   98．6   21．3   29．9  152．0   59．9   －2．1   517．3   97．8   3．4   

92（2080）  18．30   176．2  120．6   20．3   35．4  178．9   70．7   －2．7   491．8   69．9   2．8   

102（2090）  18．30   209．1  147．7   18．7   42．6  214．8   85．2   －5．7   452．8   48．4   2．1   

112（2100）  18．30   247．6  180．8   14．9   52．0  261．5  104．0  －13．9   354．0   28．4   1，4   

117（2105）  18．30   269．3  200．4   11．5   57．4  288．4  114．8  －19．1   269．3   18．7   1．0   

（注1）「積立度合」とは、前年度末積立金の当年度の支出合計に対する倍率である。  

（注2）「21年度価格」とは、賃金上昇率により、平成21（2009）年度の価格に換算したものである。  

（注3）厚生年金基金の代行部分を含む、厚生年金全体の財政見通しである。  22   



国民年金の財政見通し（平成21年財政検証）  

○人口は出生高位（死亡中位）、経済高位ケース  

収支  年度末  年度末  

年度   保険料月額  積立金  

（注1）  保険料   運用収入  国庫負担  
差引残   積立金    （21年度価格）   

収入  拠出金   

平成（西暦） 円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   

21（2009）  14，700   4，8   2．2   0．1   2．4   4．7   4．5   0．1   10．0   10．0   2，1  

22（2010）  14，980   4．9   2．2   0．2   2．5   4．7   4．5   0．2   10．2   10．1   2．1   

23（2011）  15，260   4．9   2．2   0．2   2．5   4，7   4．5   0．2   10．4   10．4   2．2   

24（2012）  15，540   5．0   2．2   0．3   2．5   4．8   4．6   0．2   10．5   10．5   2．1   

25（2013）  15，820   5．2   2．3   0．3   2．6   5．0   4．8   0．2   10．7   10．4   2．1   

26（2014）  16，100   5．5   2．4   0．4   2．7   5．3   5．1   0．3   10．9   10．3   2．0   

27（2015）  16，380   5．9   2．5   0．4   2．9   5．5   5．3   0．4   11．3   10．2   2．0   

32（2020）  16，900   6．8   3，0   0．6   3．3   6．2   6．0   0．6   14．0   11．0   2．1   

37（2025）  16，900   7，7   3．4   0．7   3．6   6．8   6．6   0．9   17．9   12．2   2．5   

42（2030）  16，900   8．6   3．7   0．9   4．0   7．5   7．3   1．2   23．3   13．8   3．0   

52（2040）  16，900   11．3   4．2   1．4   5．7   10．5   10．3   0．8   33．7   15．0   3．1   

62（2050）  16，900   14．3   5．0   1．6   7．6   13．8   13．7   0．5   39．7   13．3   2．8   

72（2060）  16，900   17．4   6．1   1．8   9．6   17．2   17．1   0．2   43．1   10．9   2．5   

82（2070）  16，900   20．7   7．4   1．8   11．5   20．7   20．5   0．0   44．1   8．3   2．1   

92（2080）  16，900   24．6   9．1   1．8   13．7   24．5   24．3   0．1   44．6   6．3   1．8   

102（2090）  16，900   29．5   11．1   1．9   16．5   29．5   29．4   －0．1   45．0   4．8   1．5   

112（2100）  16，900   35．4   13．6   1．7   20．1   35．9   35．7   －0．5   42．1   3．4   1．2   

117（2105）  16，900   8・9   15．1   1．6   22．2   39．6   39．4   －0．7   38．9   2．7   1．0   

‾l  

（注1）保険料月額は国民年金法第87条第3項に規定されている保険料の額（平成16年度価格）を示している。実際の保険料の額は、   
平成16年改正後の物価、賃金の伸びに基づき改定されるものであり、平成21（2009）年度における保険料の額は月額14，660円である。  

（注2）「積立度合」とは、前年度末積立金の当年度の支出合計に対する倍率である。  

（注3）「21年度価格」とはヾ賃金上昇率により、平成21（2009）年度の価格に換算したものである。  
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厚生年金の財政見通し（平成21年財政検証）  

○人口は出生高位（死亡中位）、経済低位ケース  

収支  年度末  年度末  

年度   保険料率  積立金  

保険料   運用収入  国庫負担  
差引残   積立金    （21年度価格）   

（対総報酬）  

収入  拠出金   

平成（西暦）   ％   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   

21（2009）  15．704   34．8   23．8   2．1   7．2   35．8   13．1   －1．0   144．3   144．3   4．1  

22（2010）’  16．058   34．5   24．4   2．3   7．4   36．7   13．5   －2．3   142．0   140．5   3．9   

23（2011）  16．412   35．7   25．5   2．4   7．5   37．8   13．9   －2．1   139．9   140．3   3．8   

24（2012）  16．766   36．9   26．5   2．4   7．8   39．2   14．4   －2．3   137．6   139．1   3．6   

25（2013）  17．120   38．1   27．4   2．4   8．0   40．3   1与．0   －2．2   135，4   137．2   3．4   

26（2014）  17．474   39．4   28．4   2．5   8．3   40．7   15．5   －1，3   134．1   134．6   3．3   

27（2015）  17．828   40．7   29．4   2．7   8．5   41．6   15．9   －0．8   133．2   131，4   3．2   

32（2020）  18．30   48．1   33．3   5．5   9，0   43．6   17．3   4．5   147．0   130．5   3．3   

37（2025）  18．30   52．3   36．2   6．6   9．4   45．7   18．2   6．7   176．1   140．8   3．7   

42（2030）  18．30   56．6   38．7   8．0   9．7   48．5   19．2   8．0   214．4   154．6   4．3   

52（2040）  18．30   64．1   41．8   10．7   11．5   59．6   23．0   4．5   282．4   165．4   4．7   

62（2050）  18．30   71．5   45．9   11．7   13．8   70．6   27．6   0．9   305．4   145．3   4．3   

72（2060）  18．30   78．9   51．6   11．6   15．7   80．0   31．4  ・－1．1   302．3   116．8   3．8   

82（2070）  18．30   86．0   57．7   10．7   17．5   88．9   34．9   －3．0   279．3   87．7   3．2   

92（2080）  18．30   94．0   65．3   9．6   19．1   96．9   38．2   －2．9   249．1   63．5   2．6   

102（2090）  18．30   103．6   74．0   8．4   21．3  107．6   42．6   －3．9   216．3   44．8   2．0   

112（2100）  18．30   114．1   83．8   6．3   24．0  121．2   48．0   －7．1   160．6   27．0   1．4   

117（2105）  18．30   119．6   89，3   4．7   25．5  128．5   51．0   －9．0   119．6   18．1   1．0   

（注1）「積立度合」とは、前年度末積立金の当年度の支出合計に対する倍率である。  

（注2）「21年度価格」とは、賃金上昇率により、平成21（2009）年度の価格に換算したものである。  

（注3）厚生年金基金の代行部分を含む、厚生年金全体の財政見通しである。  24   



国民年金の財政見通し（平成21年財政検証）  

○人口は出生高位（死亡中位）、経済低位ケース  

収支  年度末  年度末  

年度   保険料月額  積立金  

保険料   運用収入  国庫負担  
差引残   積立金    （21年度価格）   

（注1）  

収入  拠出金   

平成（西暦）   円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   

21（2009）  14，700   4．8   2．2   0．1   2．4   4．7   4．5   0．1   10．0   10．0   2．1  

22（2010）  14，980   4．9   2．2   0．2   2．5   4．7   4．5   0．2   10．2   10．1   2．1   

23（2011）  15，260   4．8   2．2   0．2   2．5   4．7   4．5   0．1   10．3   10．3   2．2   

24（2012）  15，540   4．9   2．2   0．2   2．5   4．8   4．6   0．1   10．3   10．5   2．1   

25（2013）  15，820   5．0   2．2   0．2   2．6   5．0   4．8   －0．0   10．3   10．5   2．1   

26（2014）  16，100   5．1   2．2   0．2   2．7   5．2   4．9   －0．0   10．3   10．4   2．0   

27（2015）  16，380   5．3   2．3   0．2   2．8   5．3   5．1   0．0   10．3   10．2   1．9   

32（2020）  16，900   6．2   2．7   0．4   3．1   5，8   5，6   0．3   11．4   10．2   1．9   

37（2025）  16，900   6．7   2．9   0．5   3．3   6．3   6．1   0．4   13．4   10．7   2．1   

42（2030）  16，900   7．2   3．0   0．6   3，5   6．7   6．5   0．5   15．9   11．5   2．3   

52（2040）  16，900   8．3   3．2   0．8   4．3   7．9   7．8   0．3   20．7   12．1   2．6   

62（2050）  16，900   9．7   3．5   0．9   5．3   9．6   9．4   0．1   22．5   10．7   2．3   

72（2060）  16，900   10．9   4．0   0．9   6．1   11．0   10．8   －0．1   22．5   8．7   2．1   

82（2070）  16，900   12．0   4．4   0．8   6．7   12．1   12．0   －0．1   21．4   6．7   1．8   

92（2080）  16，900   13．2   5．1   0．8   7．4   13．3   13．1   －0．1   20．4   5．2   1．5   

102（2090）  16，900   14．7   5．7   0．8   8．2   14．8   14．6   －0．1   19．8   4．1   1．3   

112（2100）  16，900   16．4   6．5   0．7   9．3   16．6   16．5   －0．2   18．5   3．1   1．1   

117（2105）  16，900   17，4   6．9   0．7   9．8   17．7   17．5   －0．2   17．4   2．6   1．0   

（注1）保険料月額は国民年金法第87条第3項に規定されている保険料の額（平成16年度価格）を示している。実際の保険料の額は、   
平成16年改正後の物価、貸金の伸びに基づき改定されるものであり、平成21（2009）年度における保険料の額は月額14，660円である。  

（注2）「積立度合」とは、前年度末積立金の当年度の支出合計に対する倍率である。  

（注3）「21年度価格」とは、賃金上昇率により、平成21（2009）年度の価格に換算したものである。  
25   



厚生年金の財政見通し（平成21年財政検証）  

○人口は出生低位（死亡中位）、経済高位ケース  
（所得代替率が50％に達した後、仮に、機械的にマクロ経済スライドの適用を続けて財政を均衡させた場合）  

収入合計  収支  年度末  年度末  

年度   保険料率  積立金  

保険料   運用収入  国庫負担  
差引残   積立金    （21年度価格）   

（対総報酬）  
収入  拠出金   

平成（西暦）   ％   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   

21（2009）  15．704   34．9   23．8   2．1   7．2   35．8   13．1   －0．9   144．4   144．4   4．1  

22（2010）  16．058   35．4   24，8   2．8   7．4   36．7   13．5   －1．3   143．0   141．5   3．9   

23（2011）  16．412   37．4   26．5   3．1   7．5   37．8   13，9   －0．4   142．7   142．8   3．8   

24（2012）  16．766   39．6   28．1   3．5   7．8   39．2   14．4   0，4   143．1   143．3   3．6   

25（2013）  17．120   41．9   29．5   4．0   8．1   40．7   15．1   1．2   144．3   140．6   3．5   

26（2014）  17．474   44．5   31．0   4．8   8．4   41．7   15．8   2．8   147．1   138．0   3．5   

27（2015）  17．828   47．3   32．6   5．7   8．8   43．2   16．5   4，1   151．2   135．9   3，4   

32（2020）  18．30   55．9   38．5   7．5   9．6   46．4   18．4   9．5   188．0   148．5   3．8   

37（2025）  18．30   63．8   43．5   10．0   10．1   49．2   19．7   14．6   250．6   171．6   4．8   

42（2030）  18．30   72．8   48．3   13．5   11．0   54．4   21．6   18．4   336．7   199．8   5．9   

52（2040）  18．30   89．0   54．4   21．2   13．4   71，3   26．6   17．7   524．0   233．7   7．1   

62（2050）  18．30   105．3   60．3   27．8   17．1   91．0   34．3   14．3   682．3   228．6   7．3   

72（2060）  18．30   119．7   66．2   32．6   20．9  111．3   41．7   8．4   797．0   200．6   7．1   

82（2070）  18．30   129．2   70．7   33．6   24．9  133．4   49．8   －4．3   814．7   154．1   6．1   

92（2080）  18．30   135，8   78．3   30．1   27．5  147．4   54．9  －11．7   724．8   103．0   5．0   

102（2090）  18．30   141．4   87．7   24．0   29．7  160．1   59．4  －18．7   573．4   61．2   3．7   

112（2100）  18．30   144．3   97．8   13．9   32．5  175．4   65．0  －31．1   322．1   25．8   2．0   

117（2105）  18．30   144．9  104．1   6．8   34．0  183．2   68．1  －38．3   144．9   10．1   1．0   

前提   

出生：低位ケース   

死亡：中位ケース   

経済：高位ケース  

長期の経済前提  

物価上昇率1．0％  

賃金上昇率 2．9％  

運用利回り 4．2％  

マクロ経済スライド  

調整開始年度   

平成24（2012）年度  

調整終了年度   

平成52（2040）年度  

最終的な所得代替率  

47．5％  

（平成52（2040）年度以降）  

※所得代替率が50％に達した  
後、仮に、機械的にマクロ経済  
スライドの適用を続けて財政を  
均衡させた場合  

（注1）「積立度合」とは、前年度末積立金の当年度の支出合計に対する倍率である。  

（注2）「21年度価格」とは、賃金上昇率により、平成21（2009）年度の価格に換算したものである。  

（注3）厚生年金基金の代行部分を含む、厚生年金全体の財政見通しである。  26   



国民年金の財政見通し（平成21年財政検証）  

○人口は出生低位（死亡中位）、経済高位ケース  
（所得代替率が50％に達した後、仮に、機械的にマクロ経済スライドの適用を続けて財政を均衡させた場合）  

収支  年度末  年度末  

年度   保険料月額  積立金  

（注1）  保険料   運用収入  国庫負担  
差引残   積立金    （21年度価格）   

収入  拠出金   

平成（西暦）   円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   

21（2009）  14，700   4．8   2．2   0．1   2．4   4．7   4．5   0．1   10．0   10．0   2．1  

22（2010）  14，980   4．9   2．2   0．2   2．5   4．7   4．5   0．2   10．2   10，1   2．1   

23（2011）  15，260   4．9   2．2   0．2   2．5   4．7   4．5   0．2   10．4   10．4   2．2   

24（2012）  15，540   5．0   2．2   0．3   2．5   4．8   4．6   0．2   10．5   10．5   2．1   

25（2013）  15，820   5．2   2．3   0．3   2．6   5．0   4．8   0，2   10．7   10，4   2．1   

26（2014）  16，100   5．5   2．4   0．4   2．7   5．3   5．1   0．3   10．9   10．3   2．0   

27（2015）  16，380   5．9   2．5   0，4   2．9   5．5   5．3   0．4   11．3   10．2   2．0   

32（2020）  16，900   6．8   3．0   0．6   3．3   6．2   6．0   0．6   14．0   11．0   2．1   

37（2025）  16，900   7．7   3．4   0．7   3．6   6．8   6．6   0．9   17．9   12．2   2．5   

42（2030）  16，900   8．5   3．6   0．9   3．9   7．4   7．2   1．1   23．2   13．8   3．0   

52（2040）  16，900   10．1   3．9   1．4   4．8   8．9   8．7   1．2   35．0   15．6   3．8   

62（2050）  16，900   12．6   4．3   1．9   6．4   11．6   11．5   0．9   45．7   15．3   3．8   

72（2060）  16，900   14．9   4．8   2．2   7．9   14．4   14．2   0．5   53．1   13．4   3．7   

82（2070）  16，900   16．5   5．0   2．2   9．3   16．8   16．7   －0．3   54．0   10．2   3．2   

92（2080）  16，900   18．0   5．6   2．0   10．3   18．6   18．4   －0．6   49．1   7．0   2．7   

102（2090）  16，900   19．3   6．4   1．7   11．2   20．2   20．1   －0．9   41．5   4．4   2．1   

112（2100）  16，900   20．5   7．1   1．2   12．2   22．0   21．8   －1．5   29．4   2．4   1．4   

117（2105）  16，900   21．2   7．5   0．9   12．7   22．9   22．8   －1．7   21．2   1．5   1．0   

前提   

出生：低位ケース   

死亡：中位ケース   

経済：高位ケース  
■  

長期の経済前提  

物価上昇率1．0％  

賃金上昇率 2．9％  

運用利回り 4．2％  

マクロ経済スライド  

調整開始年度   

平成24（2012）年度  

調整終了年度   

平成52（2040）年度  

※所得代替率が50％に達した  
後、仮lこ、機械的にマクロ経済  
スライドの適用を続けて財政を  
均衡させた場合  

（注1）保険料月額は国民年金法第87条第3項に規定されている保険料の額（平成16年度価格）を示している。実際の保険料の額は、   
平成16年改正後の物価、賃金の伸びに基づき改定されるものであり、平成21（2009）年度における保険料の額は月額14，660円である。  

（注2）「積立度合」とは、前年度末積立金の当年度の支出合計に対する倍率である。  

（注3）「21年度価格」とは、賃金上昇率により、平成21（2009）年度の価格に換算したものである。  
27   



厚生年金の財政見通し（平成21年財政検証）  

○人口は出生低位（死亡中位）、経済低位ケース  
（所得代替率が50％に達した後、仮に、機械的にマクロ経済スライドの適用を続けて財政を均衡させた場合）  

収支  年度末  年度末  

年度   保険料率  積立金  

保険料   運用収入  国庫負担  
差引残   積立金    （21年度価格）   

（対総報酬）  
収入  拠出金   

平成（西暦）   ％   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   

21（2009）  15．704   34．8   23．8   2．1   7．2   35．8   13．1   －1．0   144．3   144．3   4．1  

22（2010）  16．058   34．5   24．4   2．3   7．4   36．7   13．5   －2．3   142．0   140．5   3．9   

23（2011）  16．412   35．7   25．5   2．4   7．5   37．8   13．9   －2．1   139．9   140．3   3．8   

24（2012）  16．766   36．9   26．5   2．4   7．8   39．2   14．4   －2．3   137．6   139．1   3．6   

25（2013）  17．120   38．1   27．4   2．4   8．0   40．3   15．0   －2．2   135．4   137，2   3．4   

26（2014）  17．474   39．4   28．4   2．5   8．3   40．7   15．5   －1．3   134．1   134．6   3．3   

27（2015）  17．828   40．8   29．4   2．7   8．5   41．6   15．9   －0．8   133．3   131．4   3．2   

32（2020）  18．30   48．1   33．3   5．5   9．0   43，6   17．3   4，5   147．1   130．6   3．3   

37（2025）  18．30   52．4   36．2   6．7   9．4   45．0   18．3   7．4   177．9   142．3   3．8   

42（2030）  18．30   56．9   38．6   8．4   9．8   46．7   19．3   10．1   223．8   161．4   4．6   

52（2040）  18．30   63．6   40．3   12．1   11．1   55，6   22．2   8．0   320．6   187．8   5．6   

62（2050）  18．30   6・8   41．3   14．8   11．7   61．9   23．3   5．9   389．0   185．1   6．2   

72（2060）  18．30   71．0   41．9   16．3   12，8   69．0   25．5   2．0   427．9   165．4   6．2   

82（2070）  18．30   71．0   41．4   15．8   13．8   75．8   27．6   －4．8   411．1   129．1   5．5   

92（2080）  18．30   69．6   42．4   13．2   14．0   77．4   27．9   －7．8   342．1   87．3   4．5   

102（2090）  18．30   67．8   44．0   9．9   13．9   77．5   27．9   －9．7   254．7   52．8   3．4   

112（2100）  18．30   65．0   45．3   5．5   14．1   78．5   28．2  －13，6   137．5   23．1   1，9   

117（2105）  18．30   63．3   46．4   2．7   14．2   79．0   28．4  －15．7   63．3   9．6   1．0   

前提   

出生：低位ケース   

死亡：中位ケース   

経済：低位ケース  

長期の経済前提  

物価上昇率 1．0％  

賃金上昇率 2．1％  

運用利回り 3．9％  

マクロ経済スライド  

調整開始年度   

平成26（2014）年度  

調整終了年度   

平成60（2048）年度  

最終的な所得代替率  

43．1％  

（平成60（2048）年度以降）  

※所得代替率が50％に達した  
後、仮に、機械的にマクロ経済  
スライドの適用を続けて財政を  
均衡させた場合  

（注1）「積立度合」とは、前年度末積立金の当年度の支出合計に対する倍率である。  

（注2）「21年度価格」とは、賃金上昇率により、平成21（2009）年度の価格に換算したものである。  

（注3）厚生年金基金の代行部分を含む、厚生年金全体の財政見通しである。  28   



国民年金の財政見通し（平成21年財政検証）  

○人口は出生低位（死亡中位）、経済低位ケース  
（所得代替率が50％に達した後、仮に、機械的にマクロ経済スライドの適用を続けて財政を均衡させた場合）  

収支  年度末  年度末  

年度   保険料月額  積立金  

保険料   運用収入  国庫負担  
差引残   積立金    （21年度価格）   

（注1）  

収入  拠出金   

平成（西暦）   円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   

21（2009）  14，700   4．8   2．2   0．1   2．4   4．7   4，5   0．1   10．0   10．0   2．1  

22（2010）  14，980   4．9   2．2   0．2   2．5   4．7   4．5   0．2   10．2   10．1   2．1   

23（2011）  15，260   4．8   2．2   0．2   2．5   4．7   4．5   0．1   10．3   10．3   2．2   

24（2012）  15，540   4．9   2，2   0．2   2．5   4．8   4．6   0．1   10．3   10．5   2．1   

25（2013）  15，820   5．0   2．2   0．2   2．6   5．0   4．8   －0．0   10．3   10．5   2．1   

26（2014）  16，100   5．1   2．2   0，2   2．7   5．2   4．9   －0．0   10．3   10．4   2．0   

27（2015）  16，380   5．3   2．3   0．2   2．8   5．3   5．1   0．0   10．3   10．2   1．9   

32（2020）  16，900   6．2   2．7   0．4   3．1   5．8   5．6   0．3   11．4   10．2   1．9   

37（2025）  16，900   6．7   2．9   0．5   3．3   6．3   6．1   0．4   13．4   10．7   2．1   

42（2030）  16，900   7．1   3．0   0．6   3．5   6．6   6．4   0．5   15．9   11．4   2．3   

52（2040）  16，900   7．7   2．9   0．8   4．0   7．4   7．3   0．3   19．8   11．6   2．6   

62（2050）  16，900   8．3   3．0   0．9   4．3   8．0   7，8   0．3   22．8   10．9   2．8   

72（2060）  16，900   8．9   3．1   0．9   4．8   8．8   8．7   0．1   24．7   9．5   2．8   

82（2070）  16，900   9．1   3．0   0．9   5．2   9．4   9．2   －0．3   23．3   7．3   2．5   

92（2080）  16，900   9．1   3．1   0．8   5．2   9．5   9．4   －0．4   19．8   5．0   2．1   

102（2090）  16，900   9．2   3．3   0．6   5．3   9．5   9．4   －0．4   16．0   3．3   1．7   

112（2100）  16，900   9．1   3．4   0．5   5．3   9．6   9．5   －0．5   11．6   2．0   1．3   

117（2105）  16，900   9．1   3．5   0．4   5．3   9．6   9．5   －0．5   9．1   1．4   1．0   

前提   

出生：低位ケース   

死亡：中位ケース   

経済：低位ケース  
」  

長期の経済前提  

物価上昇率1．0％  

賃金上昇率 2．1％  

運用利回り 3，9％  

マクロ経済スライド  

調整開始年度   

平成26（2014）年度  

調整終了年度   

平成60（2048）年度  

※所得代替率が50％に達した  
後、仮に、機械的にマクロ経済  
スライドの適用を続けて財政を  
均衡させた場合  

（注1）保険料月額は国民年金法第87条第3項に規定されている保険料の額（平成16年度価格）を示している。実際の保険料の額は、   
平成16年改正後の物価、賃金の伸びに基づき改定されるものであり、平成21（2009）年度における保険料の額は月額14，660円である。  

（注2）「積立度合」とは、前年度末積立金の当年度の支出合計に対する倍率である。  

（注3）「21年度価格」とは、賃金上昇率により、平成21（2009）年度の価格に換算したものである。  
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厚生年金の財政見通し（平成21年財政検証）  

○人口は出生中位（死亡高位）、経済中位ケース  

収支  年度末  年度末  

年度   保険料率  積立金  

保険料   運用収入  国庫負担  
差引残   積立金    （21年度価格）   

（対総報酬）  
収入  拠出金   

平成（西暦）   ％   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   

21（2009）  15．704   34．9   23．8   2．1   7．2   35．8   13．1   －0．9   144．4   144．4   4．1  

22（2010）  16．058   35．0   24．7   2．5   7．4   36．7   13．5   －1．7   142．7   141．2   3，9   

23（2011）  16．412   36．7   26．2   2．7   7．5   37．7   13．8   －1．0   141．7   141．8   3．8   

24（2012）  16．766   38．4   27．6   2．8   7．7   39．0   14．3   －0．6   141．1   141．5   3．6   

25（2013）  17．120   40．3   28．9   3．1   8．0   40．3   14．9   0．0   141．1   138．6   3．5   

26（2014）  17．474   42．4   30．3   3．6   8．3   41．1   15．6   1．4   142．5   135．8   3．4   

27（2015）  17．828   44．7   31．7   4．1   8．6   42．4   16．2   2．3   144．8   133．1   3．4   

32（2020）  18．30   53．1   36．8   6．8   9．3   45．8   17．9   7．4   173．0   141．0   3．6   

37（2025）  18．30   59．2   40．8   8．6   9．7   48．5   18．9   10．8   219．6   158．2   4．3   

42（2030）  18．30   65．8   44．4   11．1   10．2   52．0   20．1   13．7   283．4   180．5   5．2   

52（2040）  18．30   78．5   49．0   16．4   13．0   67．9   26．0   10．7   414．2   20・1   5．9   

62（2050）  18．30   90．1   54．0   19．9   16．2   83．2   32．4   6．9   499．1   194二0   5．9   

72（2060）  18．30   100．7   59．7   22．0   19．0   97．5   38．1   3．2   549．3   166．8   5．6   

82（2070）  18．30   109．0   65．0   22．0   21．9  112．3   43．8   －3．3   546．2   129．5   4．9   

92（2080）  18．30   116．1   72．2   19．8   24．1  123．4   48．3   －7．4   488．1   90．4   4．0   

102（2090）  18．30   123．3   80．9   16．1   26．3  134．6   52．7  －11．3   395．0   57．2   3．0   

112（2100）  18．30   129．6   90．4   10．1   29．1  148．7   58．2  －19．1   242．4   27．4   1．8   

117（2105）  18．30   132．3   95．8   5．8   30．6  156．3   61．3  －24．0   132．3   13．2   1．0   

（注1）「積立度合」とは、前年度末積立金の当年度の支出合計に対する倍率である。  

（注2）「21年度価格」とは、賃金上昇率により、平成21（2009）年度の価格に換算したものである。  

（注3）厚生年金基金の代行部分を含む、厚生年金全体の財政見通しである。  30   



国民年金の財政見通し（平成21年財政検証）  

○人口は出生中位（死亡高位）、経済中位ケース  

収支  年度末  年度末  

年度   保険料月額  積立金  

（注1）  保険料   運用収入  国庫負担  
差引残   積立金    （21年度価格）   

収入  拠出金   

平成（西暦）   円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   

21（2009）  14，700   4．8   2．2   0．1   2，4   4．7   4．4   0．1   10．0   10．0   2．1  

22（2010）  14，980   4．9   2．2   0．2   2．4   4．7   4．5   0．2   10．2   10．1   2．1   

23（2011）  15，260   4．9   2．2   0．2   2．4   4．7   4．5   0．1   10．3   10．3   2．2   

24（2012）  15，5、40   4．9   2．2   0．2   2．5   4．8   4．6   0．1   10．5   10．5   2，2   

25（2013）  15，820   5．1   2．3   0．2   2．6   5．0   4．8   0，1   10．6   10．4   2．1   

26（2014）  16，100   5．4   2．4   0．3   2．7   5．2   5．0   0．2   10．7   10．2   2．0   

27（2015）  16，380   5．6   2．5   0．3   2．8   5．4   5．2   0．2   11．0   10，1   2．0   

32（2020）  16，900   6．6   2．9   0．5   3．2   6．0   5．8   0．6   13．3   10．8   2．1   

37（2025）  16，900   7．3   3．2   0．7   3．4   6．5   6．3   0．8   16．8   12．1   2．5   

42（2030）  16，900   8．0   3．4   0．8   3．7   6．9   6．7   1．0   21．6   13．7   3．0   

52（2040）  16，900   9．6   3．6   1．3   4．8   8．8   8．6   0．8   31．7   15．8   3ご5   

62（2050）  16，900   11．6   4．0   1．5   6．1   11．1   10．9   0．5   38．3   14．9   3．4   

72（2060）  16，900   13．4   4．4   1．7   7．3   13．2   13．0   0．3   42．2   12．8   3．2   

82（2070）  16，900   14．8   4．8   1．7   8．3   15，0   14．8   －0．2   42．3   10．0   2．8   

92（2080）  16，900   16．1   5．4   1．6   9．2   16．5   16．4   －0．4   39．0   7．2   2．4   

102（2090）  16，900   17．4   6．0   1．4   10．0   18．1   17．9   －0．6   34．0   4．9   1．9   

112（2100）  16，900   18．8   6．7   1．0   11．0   19．9   19．7   －1．0   25．6   2．9   1．3   

117（2105）  16，900   19．6   7．1   0．8   11．6   20．9   20．7   －1．3   19．6   2．0   1，0   

（注1）保険料月額は国民年金法第87条第3項に規定されている保険料の額（平成16年度価格）を示している。実際の保険料の額は、   
平成16年改正後の物価、賃金の伸びに基づき改定されるものであり、平成21（2009）年度における保険料の額は月額14，660円である。  

（注2）「積立度合」とは、前年度末積立金の当年度の支出合計に対する倍率である。  

（注3）「21年度価格」とは、賃金上昇率により、平成21（2009）年度の価格に換算したものである。  
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厚生年金の財政見通し（平成21年財政検証）  

○人口は出生中位（死亡低位）、経済中位ケース  
（所得代替率が50％に達した後、仮に、機械的にマクロ経済スライドの適用を続けて財政を均衡させた場合）  

収入合計  収支  年度末  年度末  

年度   保険料率  積立金  

保険料   運用収入  国庫負担  
差引残   積立金    （21年度価格）   

（対総報酬）  
収入  拠出金   

平成（西暦）   ％   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   

21（2009）  15．704   34．9   23．8   2．1   7．2   35．8   13，1   －0．9   144．4   144．4   4．1  

22（2010）  16．058   35．0   24．7   2．5   7．4   36，8   13．5   －1．8   142．6   141．0   3．9   

23（2011）  16．412   36．8   26．2   2．7   7．6   37．9   13．9   －1．1   141．4   141．6   3．8   

24（2012）  16．766   38．5   27．6  2．8   7．8   39．3   14．5   －0．8   140．7   141．1   3．6   

25（2013）  17．120   40．4   28．9   3．1   8．1   40．6   15．1   －0．2   140．5   138．0   3．5   

26（2014）  17．474   42．6   30．3   3．6   8．4   41．5   15．8   1．1   141．6   134．9   3．4   

27（2015）  17．828   44．8   31，8   4．1   8．7   42．9   16．4   2．0   143．5   131．9   3．3   

32（2020）  18．30   53．3   36．9   6．7   9．6   46．0   18．3   7．4   170．6   139．0   3．5   

37（2025）  18．30   59．6   40．9   8．6   10．1   48．6   19．6   11，0   218．4   157．4   4．3   

42（2030）  18．30   66．4   44．5   11．1   10．7   52．6   21，0   13．8   282．9   180．1   5．1   

52（2040）  18．30   78．4   49．2   16．4   12．7   66．9   25．3   11．5   415．0   206．4   6．0   

62（2050）  18．30   90．3   54．2   20．3   15．7   82．4   31．3   7．9   510．4   198．4   6．1   

72（2060）  18．30   101．3   60．0   22．8   18．5   97．4   37．1   3．9   569．2   172．8   5．8   

82（2070）  18．30   109．7   65．4   23．0   21．4  112．9   42．7   －3．2   569．8   135．1   5．1   

92（2080）  18．30   116．8   72．6   20．7   23．5  124．4   47．0   －7，6   510．9   94．7   4．2   

102（2090）  18．30   124．0   81．4   16．8   25．7  136，0   51．5  －12．0   413．1   59．8   3．1   

112（2100）  18．30   129．9   91．0   10．5   28．4  150．3   56．9  －20．4   250．0   28．3   1．8   

117（2105）  18．30   132．3   96．5   5．8   29．9  157．9   59．8  －25．7   132．3   13．2   1．0   

前提   

出生：中位ケース   

死亡：低位ケース   

経済：中位ケース  

長期の経済前提  

物価上昇率1．0％  

賃金上昇率 2．5％  

運用利回り 4．1％  

マクロ経済スライド  

調整開始年度   

平成24（2012）年度  

調整終了年度   

平成53（2041）年度  

最終的な所得代替率  

47．9％  

（平成53（204り年度以降）  

※所得代替率が50％に達した  
後、仮に、機械的にマクロ経済  
スライドの適用を続けて財政を   
均衡させた場合  

（注1）「積立度合」とは、前年度末積立金の当年度の支出合計に対する倍率である。  

（注2）「21年度価格」とは、賃金上昇率により、平成21（2009）年度の価格に換算したものである0  

（注3）厚生年金基金の代行部分を含む、厚生年金全体の財政見通しである。  32   



国民年金の財政見通し（平成21年財政検証）  

○人口は出生中位（死亡低位）、経済中位ケース  
（所得代替率が50％に達した後、仮に、機械的にマクロ経済スライドの適用を続けて財政を均衡させた場合）  

収支  年度末  

年度   保険料月額  

（注1）  保険料 入  運用収入  国庫負担  
差引残   積立金   

収  拠出金   

平成（西暦）   円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   

21（2009）  14，700   4．8   2．2   0．1   2．4   4．7   4．5   0．1   10．0   10．0   2．1  

22（2010）  14，980   4．9   2．2   0．2   2．5   4．7   4．5   0．2   10．2   10，1   2．1   

23（2011）  15，260   4．9   2，2   0．2   2．5   4．7   4．5   0．1   10．3   10．3   2．1   

24（2012）  15，540   4．9   2．2   0．2   2．5   4．8   4．6   0．1   10．4   10．4   2．1   

25（2013）  15，820   5．1   2．3   0．2   2．6   5．0   4．8   0．1   10．5   10．3   2．1   

26（2014）  16，100   5．4   2．4   0．3   2．7   5．3   5．0   0．1   10．6   10．1   2．0   

27（2015）  16，380   5．7   2．5   0．3   2．9   5．5   5．3   0．2   10．8   9．9   1．9   

32（2020）  16，900   6．7   2．9   0．5   3．3   6．2   6．0   0．5   12．8   10．4   2．0   

37（2025）  16，900   7．4   3．2   0．6   3．6   6．7   6．5   0．7   15．7   11．3   2．2   

42（2030）  16，900   8．0   3．4   0．8   3．9   7．2   7．0   0．8   19．6   12．5   2．6   

52（2040）  16，900   9．4   3．6   1．1   4．7   8．6   8．4   0．8   27．6   13．7   3．1   

62（2050）  16，900   11．3   4．0   1．4   5．9   10．7   10．6   0．5   34．2   13．3   3．1   

72（2060）  16，900   13．1   4．5   1．5   7，1   12．8   12．6   0．3   38．1   11．6   3．0   

82（2070）  16，900   14，4   4．8   1．5   8．1   14．6   14．5   －0．2   38．3   9．1   2．6   

92（2080）  16，900   15．7   5．4   1，4   8．9   16．1   15．9   －0．3   35．5   6．6   2．2   

102（2090）  16，900   17．1   6．1   1．3   9．8   17．6   17．5   －0．5   31，3   4．5   1．8   

112（2100）  16，900   18．5   6．8   1．0   10．8   19．4   19．3   －0．9   24．3   2．7   1．3   

117（2105）  16，900   19．3   7．2   0．8   11．3   20．4   20．2   －1．1   19．3   1．9   1．0   

前提   

出生：中位ケース   

死亡：低位ケース   

経済：中位ケース  
」  

長期の経済前提  

物価上昇率 1．0％  

賃金上昇率 2．5％  

運用利回り 4．1％  

マクロ経済スライド  

調整開始年度   

平成24（2012）年度  

調整終了年度   

平成53（2041）年度  

※所得代替率が50％に達した  
後、仮に、機械的にマクロ経済  
スライドの適用を続けて財政を  
均衡させた場合  

（注1）保険料月額は国民年金法第87条第3項に規定されている保険料の額（平成16年度価格）を示している。実際の保険料の額は、   
平成16年改正後の物価、賃金の伸びに基づき改定されるものであり、平成21（2009）年度における保険料の額は月額14，660円である。  

（注2）「積立度合」とは、前年度末積立金の当年度の支出合計に対する倍率である。  

（注3）「21年度価格」とは、賃金上昇率により、平成21（2009）年度の価格に換算したものである。  
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1最近の人口や経済の動向  

合計特殊出生率の推移と将来人口推計（平成18年推計）における仮定値  

平成17年  

（2005）   （2007）  
（2055）   

中位推計  1．29   1．26  

高位推計   1．32   1．26    1．25     1．55      1．32   
低位推計  1．27   1．16  1．06   

前回推計  
1．31   

（H14中位）  
1．31   1．31    （2050） 1．39   

実 績   1．26   1．32   1．34  

※平成21年財政検証の前提   

（平成18年12月人口推計）  

※平成16年財政再計算の前提  

■  ■■  ■■  ■■  ■  

前回推計（H14中位）  

（平成16年財政再計算の前提）  
1 1.55 
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平成17年  

1．26  
中位推計の最低値  
1．213（2013年）  平成18年  

低位推計  ■ 一－ － － ■  

昭和60年  平成2年  平成7年  平成12年  平成17年  平成22年  平成27年  平成32年  平成37年  

（1985）  （1990）  （1995）  （2000）  （2005）  （2010）  （2015）  （2020）  （2025）  
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最近の物価、賃金など経済の動向  

消費者物価  雇用者  
上昇率  

小  名目  実質  
雇用者    1人あたり  

する給与  総額   ②  （②／①）  （名目）  経済成長率  経済成長率  デフレ一夕   
報酬    雇用者報酬  

（前年比、％）  （％）  （％）  

平成10（1998）年  0．6   －0．3   －1．3  1．518   0．91   －2．0   －2．0   0．0   －1．3   －0．9   

11（1999）   －0．3  －2．0   －1．3   

12（2000）   －0．7  0．5   0．0   
13（2001）   －0．7  －0．7   －1．0   

14（2002）   －0．9  －2．4   －1．8   

15（2003）   －0．3  －1．5   －1．5   

16（2004）   0．0  －0．9   －1．2   

17（2005）   －0．3  0．8   0．1   
18（2006）   0．3  2．0   0．5   
19（2007）   0．0  0．4   －0．6   

20（2008）   1．4   0．4   0．3   1．515  0．11  507，371  －1．6  －0．7  －0．9   0．5   0，5   

（前年同期比、lシL）  （％）  （％）  

平成18（2006）年1～3月期  －0．1   0．1   0．3  1．522   1．62   1．2   2．5   －1．3   2．0   －0．1   

4～6月期   0．2  2．5   1．0   
7～9月期   0．6  2．0   0．8   

10～12月期   0．3  1．5   0．4   
平成19（2007）年1～3月期   －0．1  1．0   －0．0   

4～6月期   －0．1  0．3   －0．8   

7～9月期   －0．2  －0．4   －1．2   

10～12月期   0．5  0．6   －0．3   

平成20（2008）年1～3月期   0．9  1．8   1．8   

4～6月期   1．4  0．8   0．8   
7～9月期   2．2  0．2   0．1   

10～12月期   1．1   －0．5   －0．9   1．468  0．36  130，051  －3．8  －4．6   0．9   －0．4   －0．4   

（注）雇用者1人あたり雇用者報酬は国民経済計算における雇用者報酬（暦年値）を労働力調査における雇用者数（年平均）で除して算出。  

（出典）総務省「消糞青物価指数」、厚生労働省「毎月勤労統計調査」、財務省公表資料、内閣府「国民経済計算」、総務省「労働力調査」。  3   



2 経済前提の設定の考え方について  

長期の経済前提の設定について  

【経済中位ケースの設定】  

（1）物価上昇率  

日本銀行金融政策決定会合において議決された「中長期的な物価安定の理解」を踏まえて、   

長期の前提として1．0％と設定。  

（2）賃金上昇率  

名目賃金上昇率（2．5％）＝ 物価上昇率（1．0％）＋ 実質賃金上昇率（1．5％）   

被用者1人あたりの実質経済成長率を実質賃金上昇率とみており、マクロの実質経済成長率   

から被用者数の変化率を差し引いたものに相当する。   

実質賃金上昇率（1．5％）＝ 実質経済成長率（0．8％）－ 被用者数の変化率（▲0．7％）   

の関係であるものと見通して設定している。  

※実質経済成長率の見通しは、日本経済の潜在的な成長力の見通し等を踏まえてマクロ経済  

の観点から整合性のとれた推計（注）を行っている。   
日本経済及び世界経済が現下の金融危機に起因する混乱を脱した後、再び安定的な成長  

軌道に復帰することを想定した上で、その段階での平均的な経済の姿を見通したもの。   

（注）全要素生産性（TFP）上昇率や資本分配率などのパラメータを設定し、マクロ経済に関する基本的な   

関係式（コブ・ダグラス型生産関数）を用いた推計。  
4   



（3）運用利回り  

名目運用利回り（4．1％）  

＝ 物価上昇率（1．0％）＋ 将来の実質長期金利（2．7％）＋ 分散投資効果（0．4％）  

′   
l  

l ・1ヽ  

将来の利潤率の見込み（9．7％）ノ  
将来の実質長期金利 ＝ 過去の実質長期金利 ×  

過去の利潤率の実績（8．6～9．8％）  （2．1～3．0％） ノ  
ノ  
ノ  

（2．4～3．0％）  

※将来の利潤率の見込みは、全要素生産性上昇率や資本分配率など：                                                                                                                l   

を設定し、マクロ経済に関する基本的な関係式を用いた推計値。  
←■一■■－■■●●■－■■■■■■一－－－■●■－－－－－－－－t－－－－－一一－－－－－－一一－－－－－－－－－－－－一一－－－－－′  

※ 過去の実質長期金利や利潤率の実績は15～25年の期間をとったもの。  

分散投資効果については、全額を国内債券で運用した場合のリスクと等しいリスク水準の下で  

分散投資した場合の期待リターンを基本として0．3～0．5％と設定。   

＿．＿…  



長期の経済前提の設定（経済前提専門委員会の検討結果）の詳細  
（1）物価上昇率  

日本銀行金融政策決定会合において、「中長期的な物価安定の理解は0～2％程度の範囲内にあり、中心値は大勢   

として1％程度となっている」とされていることを踏まえ、長期の前提として1．0％と設定。   

（2）賃金上昇率  

過去の実績を基礎としつつ、マクロ経済の観点から整合性のとれた推計を行っている。具体的には、マクロ経済に関す   

る基本的な関係式（コブ・ダグラス型生産関数、下式）を用い、（彰全要素生産性上昇率、②資本分配率、③資本減耗率、   

④総投資率を設定し、長期の平均的な経済の姿としての実質GDP成長率を推定。  

この際、日本経済及び世界経済が現下の金融危機に起因する混乱を脱した後、再び安定的な成長軌道に復帰するこ   

とを想定した上で、その段階での平均的な経済の姿を見通している。  
l‾‾‾‾‾‾‾‾－‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾●‾－‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾●‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾●‾‾‾‾‾‾‾ 「  

単位労働時間あたり実質GDP成長率 ＝ 実質GDP成長率一労働成長率  

＝（資本成長率一労働成長率）×資本分配率＋全要素生産性（TFP）上昇率  
資本成長率 ＝ 総投資率 × GDP ÷ 資本ストック ー 資本減耗率   

l＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿●＿＿＿＿．＿＿．＿＿＿＿＿．＿＿．＿＿＿．＿－．＿＿＿．＿．＿＿．＿＿＿．＿．＿＿．＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿  

推計上の設定と推計結果は次のとおり。  

〔設定〕   設定値   備考   

（ 

全要素生産   2000年代に入り1％程度の水準まで高まってきているとの分析や、内閣府「日本経済の進路と戦略」参考   
性（TFP）  試算（平成20年1月）等における前提（成長シナリオで1．4～1．5％程度、リスクシナリオで0．9％程度）を勘案   
上昇率  

（3通り）  
して、左記の3通りを設定。   

資本分配率   39．1％   
過去10年間（平成9（1997）～18（2006）年度）実績の平均で一定。  

国民経済計算を用いて「1一雇用者報酬÷（固定資本減耗＋営業余剰（純）＋雇用者報酬）」により算出。   

資本減耗率   8．9％   
過去10年間（平成9（1997）～18（2006）年度）実績の平均で一定。  

国民経済計算を用いて「固定資本減耗÷有形（純）固定資産」により算出。   

平成19（2007）年度  

23．0％   
総投資率  緩やかな低下傾向にある過去の実績傾向を対数正規曲線により外挿。  

平成54（2042）年度  

18．6％  

△0．8％  

労働成長率   （平成27（2015）～  
平成18年12月の人口推計と平成20年3月の労働力需給の推計を基礎として、雇用の非正規化が進むこと  

51（2039）年度平均）  
等を踏まえて、マンアワーベース（総労働時間）の労働投入量を推計。  6  



〔推計結果〕（平成27（2015）～51（2039）年度の平均）   TFP上昇率1．3％   TFP上昇率1．0％   TFP上昇率 0．7％   

単位労働時間あたり実質GDP成長率   1．9～2．1％程度   1．5～1．7％程度   1．1～1．3％程度   

被用者年金被保険者1人あたり実質賃金上昇率   1．8～2．0％程度   1．4～1．6％程度   1．0～1．2％程度   

名目賃金上昇率   2．8～3．0％程度   2．4～2．6％程度   2．0～2．2％程度  

※ マクロでの実質GDP成長率は、TFP上昇率の各ケースに対してそれぞれ、1．2％程度、0．8％程度、0．4％程度と見込まれる。  

※ 被用者年金被保険者1人あたり実質賃金上昇率＝単位労働時間あたり実質GDP成長率＋被用者の平均労働時間の変化率  

名目賃金上昇率＝物価上昇率（1．0％）＋被用者年金被保険者1人あたり実質賃金上昇率   

（3）運用利回りは、「物価上昇率＋実質長期金利＋分散投資による追加的な収益率」により設定  

2015～2039年度の利潤率（B）  
・実質長期金利＝過去の一定期間における平均実質長期金利×   

過去の一定期間における利潤率（A）  

※ 過去の一定期間は、25年間（1982－2006）、20年間（1987－2006）、15年間（1992－2006）の3通りとした。  

・利潤率＝資本分配率×GDP÷資本ストック ー資本減耗率  

・上記算定式中の項目について、推計上の設定と推計結果は次のとおり。  

〔設定〕   設定値   備考   

分散投資による   
0．3～0．5％   積立金の全額を国内債券で運用した場合のリスクと等しいリスクの下で最も効率的な   

追加的な収益率  ポートフォリオを設定した場合において想定されるもの。下限はさらに保守的に設定。   

9．8％（1982－2006）  
利潤率（A）  9．4％（1987－2006）  

8．6％（1992－2006）  

3．03％（1982－2006）  
平均実質長期金利  2．48％（1987－2006）  

2．14％（1992－2006）   

〔推計結果〕   TFP上昇率1．3％   TFP上昇率1．0％   TFP上昇率 0．7％   備考   

利潤率（B）   10．3％   9．7％   9．1％   平成27（2015）～  

実質長期金利   2．55～3．18％   2．41～3．01％   2．28～2．84％   51（2039）年度の平均  

名目運用利回り   3．8～4．7％   3．7～4．5％   3．6～4．3％  



諸外国の公的年金の将来見通しにおける経済前提について  

○ 国により、制度内容、財政見通し期間、積立水準、積立金運用方法等が異なり、様々な   

経済前提設定がされている。  

○ 経済前提の設定手法については、情報公開が進んでいるアメリカに関するもの以外は、   

十分に把握できていないところであるが、総じて過去実績の傾向を基に設定しているよう   

に見受けられる。  

○ 国際機関において年金の将来見通しが作成され、その前提についての設定手法が開示さ   

れている例があり、このうちEU委員会では、マクロ経済に関する関係式が用いられている。  

（参考）  

（注）「運用利回り（実質）」は、「運用利回り（名目）一物価上昇率」である。  
8   



3 内閣府「経済財政の中長期方針と10年展望比較試算」抜粋  
（平成21年1月16日 経済財政諮問会議提出）  

Ⅰ．試算の考え方と主な結果  

4．主な結果  

（2010年に世界纏済が■■に回復する場合）  

せ界経済が混乱を脱し、2010年には、我が再縁済及びせ界経済がt綱に回復し、  
その後も、せ界鞋済が持練的に成長する斗含には、加11年度以降、我が抽済は  
安定的な成長軽眉lこ移行し、■出▲人面での政策対応の違いによって疇はあるが．  
概ね、実千慮曇辛は平均で1％台半ば程度、名日成畏串は、2％台前半を経て、平  
均でそ％台前半から3％程度で推移するとよ込まれるじ   

（20柑年に世界縫済が島国覆する斗含）  

世界経済が早期に混乱を脱し、祁10年には、我が匹経済及び世界軽済が島国壇・  
高庇鼻をiげるとともに、成長輌及び累次の士気対策の効果がt大隈に発現す  
る■合には、2011年度以降、我が聾緑済も高い成長が実現し、▲出義人面での敵  
策対応の虞いによって疇はあるが、■ね、実千成長辛は平均で2％程度あるいはそ  
れ以上、名目成長事は平均で3％台半ば棲よあるいはそれ以上が視野に入ること  
が期待される。   

く20tO年になっても世界蛙漬が鹿ばう場合）  

せ界経済の混乱が緩くことで士気後退も深刻化・長期化し．政策効果も十分に発  
現しない斗合には、我が内縁済は促成曇が続き、蒙出歳入面での政策対応の違い  
によって帽はあるが、概ね、実井成長率は平均で0％台後半あるいはそれ以下、名  
腋成長率は、0％程度を経て、平均でも0％台半ば程度あるいはそれ以下にとど手る  
と1込まれる。  

手た、このような大きな疇をもった経済の将来よ望とあわせ、財政の姿「ま、その政策対  
応の違いにより、さらに相当な蠣をもったものになる。  

1．よ太的考え方  

今後10年程度の中長期の経済財政の峯をよ望することで、今後の遭筋の脱と政策遇択の棲肘に  
責する。その際、株式・暮■市斗の大嶋な変勤など経済の先行きについての不櫨実性が棲めて高く  
なっていること、また、世界経漬が大きく土勤し、最期にわたる書道的な潮兼変化も生じていることか  
ら、経済及び財政について様々な想定をtいて糾する。   

2」乳斉想定  

20tO年世界軽済  2010年世界軽済   世界経済  
■．」慣I   息回復   底ばい■績  

シナリオ   
漬の 

シナリオ   
が理経済及び世界鞋  には我が乎鞋済及び  士気後退も浸剤化・  

世界桂済   
轟成鼻を蓋Ifる   

全要素生産性  
一丁FP：〉  

上昇率   

労tl  女性・古書看で上昇  女性・高♯舌に加え  女性・書簡看を含め  蓼加車   て   
それ以外でも上昇  全てで環状水準一定   

、J  

3．財政想定   

（1）社会保障機能強化   

耳社会保障の欄爛娼引ヒをr中期プログラム』のエ穫褒を務まえー定の仮定に基づき実施   

茸暮ヰ年金¶庫■担割合の2分の1への引上げ、ホ齢化の遭よに伴い自然lこ増加する公   
文■担のみ対応  

（2）講書税畢（注J   

き二：消暮税率を据えtき  

箸罰11年よから畑13年度にかけて39絹uニげ（駄暮の便1上讐年度1％ずつの引上けを想定）   

溝：祁Il年度から畑15年丘にかけて59絹uニげ〈鼠暮の便1上事年度1％ずつの引上けを想定）   

⑥罰11年廉から2別7年度にかけて79絹u＝げ〈紋暮の優1上ヰ年度1％ずつの引上けを想定）  

毘加13年廉から加15年虔にかけて5†も引上lナ鼠■の■■上抑l沖鷹に3ヽ．00I■．却15暮靡に1ヽrつの引上けを書手 

音2015年度に5％引上げ  

（注二牧羊や叶期は、あく手でも賦暮のt土上■いた尊重である。  

（3）■出のパターン  
20102011年鷹：i  ：却12年鷹以■）   

‡：1▲川．3兆円■出帆薫 ＆ 非社会俣陣■出名臥腋柵ばい   

老・▲1Lヰ兆円i出削減 ＆ 非社会保障義出物価上昇率並壇加  

Ⅱ．試算の方法  

（1）試算は、マクロ軽済（GDP、鞠傷瞥〉、財政及び社会保障の相互連関を考慮した計   
1モデル（「経済財敵モデル（2∝鳩年度版）パ推計式と定義式からなる■立方模式体  
系‖を墓■としている。  

（2jしたがって、成裏革、鞠t及び金利などは前提として設定したものではな〈、対敵攣  
の姿との相互暮闇を纂まえて得られたものである。   

（3）試算は娯豊吉伴っており、相当の帽をもってみるべきである。   



Ⅲ一試算結果こグラフ）  

Ⅳ．試算結果（計数表）  
パタtンの遭いによる比較（マクロ  

1－1－12010年せ界経済順調回復シナリオ  ‡3つの繰粛想定】  

2別○年世界軽済■鎖国すシナリオ  
2010年世界軽済急回すシナリオ  
せ賽経済慮ばい鞭績シナリオ  

（托通の想定J  

社食俣■の■鴫♯化をF中期プログラム】の工機ホを糟まえ一定の仮定によづき実篤  
201博鷹かち20t5年鷹にかけて絹暮検車5qb弓仁上げ紋暮の農工上暮年度1％ずつの引上げを苛定  

ただし、「度ばい♯績シナリオjは1■横手を引き上げす，▲儀年会餌靡負担覇含の2分の1への  
引上げ、高ホ化の遭よに伴い白熱二増加する公一負担のみ対応∴  

2つのt出パタ岬ン  

社会俣欄：社会保障の機能強化をー中期プログラムjのエ程璽を踏まえ  
一定の仮定に基づき実施  

消土塊 2011年鷹から2815年鷹にかけて損義税率5％引上げ  
鐘出パターン ▲14．3兆円i出l‖l＆非社会保膚壕地名日額積ばい  

【マクロ経済の姿】  
％ほ慶∴句GDP比，サト穫鷹j、鬼門tま  

2（氾8年虎  2∝婚年正  2010年廣  2011年度  2015年度  20柑年度  
平戯0華覆】  ．平嵐㍗書霹  】早成ヱ2年丘  平成23年覆1  ■平剋？ず正J  ・平成JO筆圧・   

瀞在成曇ヰ   Il．3 l．3 1．3 ・1ヱ tl．0 11．ト   

其∫成よ辛   ▲0，8）   0．飢   1．5l   r1．▲ （1．5j   （1．2）   

名目成員ヰ   こ▲1．3）   0．り   18）   ■：22 ！30 129 

名目GDP   509ヰ   5102   5194   5308   5867   63g9   

Iわ価上昇率  

蠣貴書換価   lト3 ▲0．4 02l   1144 ！Z5 ミ2，3 

田内企書細   （tl ▲2．り   ▲1．6：  l▲01 ！19 15 

GDPデフレーター   l▲05 0．り   03 －：07 15 】1．7 

寛全失業中   【t2 47 t6）   宰 t5 4040 53 

名日量期金利   （ト5 1．1 1ヰ）   117 30 王41 

鮪∩瀾収支  

一般政府   r▲5．8］  こ▲6．9）  ［▲6．0】  【▲5．1］  r▲3．2］  ：▲ヱ．6］   

艮■l   三9．3］   ［1D．5】   ［9．5i   ［9＿1］   こ8．7］   ：8ヱ］   

キ外   ㌻▲3．5〕  ：▲3．8つ  【▲3．5】  ［▲ヰ＿0］  r▲5．5］  ；▲5．6〕   

～¢†0ヱOl一書れ  封コち2年覆u■  

▲I■コ兆円▲出則■ ＆非社食俣■暮出名目■機lれ、  

▲＝4兆宰▲出削★ ＆非社食保障▲出牡仕上雷辛詣増加  

・ケラフ上はロ印  
・ブラフ上はムF  

賽1威黒革  
〇C  

ニ■  

2［  

15  

】［  

、  

β［  

85  

tり  

lち  

■糾■シナリオ  

…シナり†  

l■   

減登  ．蛸   メ山こl   加   皿■   J：pI   苗．■   欄   乃｝：  ご℃！’  エIIJ   ユノlJ i】▲   】⊂】さ   ～：巧l   ■】▲一   声ユ！l  

■■l■ ■■、－  ■■、■  ■■＝  ▼■I ■■l■  ■■「  ■■丁・ ■■ヒ了  ■■n  ■■、 ■■TI ▼■＝ヽ  t■丁－  ■■コ  ■h  ■■r  

名目成員畢  
5C   

l．5   

1〔   

35   

3仁   

2S   

2亡   

†5   

1C   

¢5   

0C   

¢5   

1C  

lS5 

／＼  ■■陶●シナリオ  

㌦＿  

珂  

【田・地方の財政の姿】  
二対GDP比．、くゎ和正】、鬼門■虞  

2㈹年度  2089年度  2010年ま  2011年度  2015年廣  2（）18年鷹  
平鹿20ヰ鷹：弓  、一平112】霊l■：  l平成㍗牛虎  平慮2ユヰオ】  〉平鹿2！】■オ‡  ≒平慮30餐廿l   

政府簾M収支   ▲26．8  ▲3乙5  ▲38－8  ▲2¢．6  ▲21．0  ▲23．1   

（対名目GDP比 ［▲5．3】  〔▲6．ヰつ  ［▲5．9］  ［▲5▲○］  ：▲3．6］  ：▲3．6］   

▲社的財政収支   ▲1丁．2  ▲ヱ1，6  ▲199  ▲15－2  ▲4．g   08   

・：対名目GDP比 こ▲3．4］  ［▲t2ユ  ［▲3，8］  ［▲29］  ；▲08コ  〔01］   

公■書残欄   749▲3   76丁．ヰ   791．6   8157  8989   9622   

（対名目GDP比 乙川丁1］  い504：  ［152，4］  ［1537］  ：153．2］  ：1504〕   

▼■工    Jェ    ■ヽ1    ≠、   二1■■1   1l一    丁t■    、コ：■    刃、■   ，tハ     「．    ¶    r▲    1、1ヽ    ■】、l   「〉■     ■■t】  

▼■●  ■■l！ ■■l ■■   ▼■lt  ■■ ●  ▼■J】 ▼■」l ▼■J． ■■＿㌧  ■■」t  ▼■J  ■■．■  ▼■L・ ▼■J■  ■■．～■  ▼■■  
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1－ト3．せ界経済底ばい継続シナリオ  1－1－2．2010年世界経済患個闇シナリオ  

社会像陣二基礎年金国庫負担割合の2分の1への引上げ、高蛤化の進展に  
伴い自然に増加する公1■捏のみ対応。  

漏責税：損十税率を据えtき  
義出／くターン：▲lt3兆円▲出削薫＆非社会保闊■出名目額横ばい  

社会保膚∴社会保障の機能強化をl中期プログラム」のエ穫表を踏まえ  
一定の仮定に暮づき実施  

消暮桟ニ201丁年廉から2015年丘にかけて消t税串59も引上げ  
■出パターン：▲1t3兆円■出削濾＆非社食保障義出名目錬■ばい  

【マクロ軽済の拳】  【マクロ経済の姿】  
′％tよ）．王対GDP比．一帖■慮】、集円■虞  l％tよ）．【対QDP比．q■t慶】、鬼門t鷹  

2Ⅰ明年正  却四年鷹  2010年度  2011年度  ヱ別5年虔  2018年鷹  
（平月b叫よ）  （平■21年よ〉  （平tヱ2事鷹）  ・・上・ ニ・  ・：平成27年よl  ～：平成30ヰよl   

■在成よ■   〔1．3）   ：1．2）   （l．0）   ■こ0鋸   fO．り   rO4 

稟∫成鼻■   く▲0．8）  く▲0．8）  （▲0．1）  （0ヱコ   （1．り   【06）   

名目成よ雷   〈▲1＿3）  （▲1．0）  （▲0．1）  （▲0．郎  （1．ヱ）  （1．3）   

名目GDP   貿怜＿4   5糾．5   502▼5   ▲給．2   5（掟▲4  5208   

鞠■上昇■  

1貴書ね■   （l．3）  （▲0．即  亡▲0．3）  〔▲04）  fO．即   lこ1．3j   

■内金霊場   い＝†  （▲乙5）  （▲1．9）  （▲1＿了）  （0．1）   〔0．ヰ）   

GDPデフレーター   （▲0．5）  〈▲0．2）  （▲0．3〉  （▲0＿8）  rO．1）   〔0．7〕   

兼全失義手   （▲ヱ）   ‡l．丁）   （t8）   （4．鋸   〔5．4）   rl．9）   

名日長期金利   （1．5）   （1．0〉   （1．3）   （1，3 rl．8 （2．0）   

龍M別収支  

一触政府   【▲5．8】  【▲丁．封  ［▲68】  【▲6▲さ］  【▲†．3］  【▲7．2〕   

民間   【9．3】   い0▼8】  い0．3】  い02j  【10．3】  【9，3〕   

★外   【▲3．5】  【▲3．5】  ［▲3．■】  ［▲3＿3］  【▲3．0］  【▲2．2〕   

2t■腋年度  刑年度  ヱロ10年度  2811年度  ヱO15年鷹  20柑年鷹  
平月b咋よ）  （平■21■よユ  l平叡2事よ〉  （亨l睦雉よ）  く平■2丁霊よ）  （平卸事よ〕   

■在成よヰ   〔1．3）   （1＿3）   （1．●）   （l，6）  （1．8）  fl．丁）   

菓∫成よ畢   く▲0」】）  く0．0〉   （乙8〕   （エコ）  r2．3）  （1．8）   

名目成よ畢   （▲1．3）  （0．1〉   （3．1）   （3．5）  ＝u）  （3．8）   

名目GDP   引）9．●   510ヱ   526．0   糾．2  880．8   7怖ヱ   

牡優上井ヰ  

礪貴■ね傷   （1．3）  〈▲0．4）  （0．3）   （18）  r2．8）   （2．5）   

凸内企業細   〔tlj  ミ▲乙t〉  （▲1＿5）  （0‖  （2．3）  〔1．鋸   

GDPデフレーター   〔▲8，5）  （0．t）   〈0．5〉  （tヱ）  （1．9）  （1．即   

大全失業ヰ   〔▲2）   〈4．丁〉   （t郎   （ヰ＿4）  （3．2）  （2．3）   

名目よ期金利   （1．5）   て1＿り   （1．6）   （2▼ユ）  （t2）  （5．3）   

飾∩罵収支  

一浪政府   【▲5．8］  r▲8．9】  【▲5．7】  ［▲4．5〕  【▲1．6】  【▲0．5】   

畏蘭   【9．3］   ［10．剖   ［9．3】   ［8．5］   【8．刀   【5＿3】   

鶉外   【▲3．5］  【▲ユ8】  ［▲a．6】  ［▲ヰ．0］  【▲5．り  【▲t8］   

■  

【瑠・地方の財政の輩】  【寧・地方の財政の姿】  
こ対GDP比、Iも■慮】、集円■慮  【対QDP比．I■tよユ、島円t慮  

2㈹年度  却個年度  2010年度  2011年度  2015年度  ZO柑年度  
（平■2止l■）  （平■21暮オ〉  （平■之2竃オ）  〔】■■ヱユ暮■1  り■■2†暮離」  （1■血暮」■I   

政府♯∩収支   ▲28．8  ▲a3．■  ▲33．0  ▲31．9  ▲35．0  ▲36．5   

（対名目GDP比）   【▲5．3】  ［▲8朝  ［▲8．8］  ［▲8＿●】  【▲7．0］  【▲7．0】   

暮儀的財政収支   ▲17．2  ▲之2．5  ▲22＿1  ▲20．9  ▲22＿6  ▲21．5   

（対名目GDP比）   【▲3＿ヰ】  〔▲t5】  ［▲4．1］  ［▲ヰヱ］  【▲t5］  ［▲tl］   

公★書残高   丁ヰ9．3   7t57．l   丁93．丁   822．9   9488  1糾91   

（対名目GDP比）   【lヰ7．1】  ［152→1j  ［158．0］  い糾＿8］  【1888］  【201．4］   

2t明年虚  2㈹年度  2010年度  2011年度  2q15年よ  28柑年度   （平■ヱ0暮■）  り■■ヱ1】■lt）  （】■■ヱ2暮オ〉  （事■畑■■〕  ・：1■一b7暮徽〕  亡平蝕暮It）   

政府艶M収支   ▲28．8  ▲3乙5  ▲か．7  ▲2■．5  ▲1▲．7  ▲1■．ヰ   

（対名目GDP比）   【▲5．3】  ［▲6．◆】  【▲5．6］  【▲4＿5］  【▲2＿3】  【▲2．0〕   

暮書的Il政収支   ▲1丁＿2  ▲21．6  ▲18．8  ▲12．8   5＿5   15＿6   

（対名目GDP比）   ［▲3l】  ［▲t2］  【▲ユ．5］  【▲2＿3ユ  【0．9】   【2．之〕   

公t書残ホ   丁ヰg3   丁6丁．4   丁90．6   81ユ1   f娼14   82t6   

（村名8GDP比）   ［川7．1】  ［15n●】  ［150．3］  【1▲9．4］  r13乱丁］  【131．1〕  

11   



】：付鐸一）主要な飢擾  

（11マウロ鐘許に■lす員もの  

1）2010年世相■■偏1シナリオ  

†隻壷性「TFP）上井率   

・足元の唯しヽ水準’200丁年度童二平成柏年度一：0．丁％程度、・で当面推移した謙、2010年濠二平成コ年度から20り年  
虞1平月ほ8年d巨にかけて．10％繊度（書気1す：事101環から事】3t環、l泌3年2月の谷から2∝定年1月の谷  
まで）をキ■した■去の平均に手で檜々に囲♯し、その後繍ばい 

之労■力   
・「日事の搾★推計人口平成柑守一2月蕎鮒事」・開立社含保障・人口鱒1研究所の±年中使苓亡中位を墾  
用。  

・労■市叫申蔦を受け、女性一254▲■1及び萬お寺：806ヰ▲・の性別年…書制芳■蓼加重が上男・例えば    ユ0ユIt女性の労■蓼瓜辛は，2007年度J平成19年匪iの糾％程度から20川窪慶一平成JO年憂 の叫明度ま  
で檎々に上昇‡てその他の性別キー書■別労■●加辛は足元の丼畢で櫓ばし、 

3 世界軽済専   

・賽1或よ羊′日本の●出先主雷10ナコ罷 
帥肝のせ葬経済1iし：、2008年軟：及び同数雷．ヱ008年I一月1をもとに．2伽9年匿：平或ヱ】年度．：年畢心ヰ％．20和  
琴虔l平成22年ま：年生2I％の蹟，20t一年魔1率直2ユ年度■以陣、年呈コ3％程度で推移 

・書儀上■霊  
肘Fの世界蛙済よiしこヱ008年枕：をもとに、2009年度三甲匿21年凛∴年重1丁叫L2010年虞 肇或臼年度｝年主  
用％の醜．20＝年鷹平成2ユ年度L以降．年軍19％程度で推移  

・坤濾爺樽  
飢件の世界経済1iしこ2〔氾8年軒をもとに、2【氾9年度：寧鹿21年度巳年睾▲6－3句の後∴犯IO年度 中成㍊年来  
以降ヱOtコ年度！平成25年度：まで年車0．6哺虔で上昇、細川年度以降、上た鞠犠上井草と同寺で推移 

・為替レート  
20tO年度「平鹿罠年度1、以陣、翼賞為欄レートが．短期抑：は内外金利蓋の艶書を受けつつ、長糊的に一定  
欄傭上昇皐楕蓋を相殺するように変動 

4 その他   

・2∝岨年よ〔平如0年度∴2（蜘年度く平成ヱ1年瞳）のは済成長車及び欄価上月皐讐は、「平成21年度の経済1  
1しと鯉漬II取運苦のよ書的態度（2∝沌年㌃平成ヱ0年：12月lO日…了解ニ」による：娩出の世相済度ばい欝  
績シナリオの2009年ま’平鹿Zl年憂’・についてはこの1りではない 

2）之010年世職済■凸■シナリオ  

上記l■との濃いは以下のiり 

「．生産性「TFP：上月率   

・20川年度（平鹿22年度1かち20川革ま二平成28年憂＼にかけてt5％程度まで徐々に上層し、その後積ばい  

え芳■力   
・上た1で上井を想定した以外の性別年齢♯■別労■参加壬も様々に上声 

3世界縫講書   

・実東成よ串  
2010年鷹1′平鹿畏年度雫辛30鴨の護、2011年度1平成23年廣 以降、年皐48％程度で舞堵 

12   

注さ  

1ilt書物価指数は、総合「全可）である。  

2＿ 艶∩別収支は、℡民経済肘暮における「繹書出／繹借入」である  

3 政府部門収支は℡見難済計暮における「轟I貸出／♯傭人」である⊂吉た▲■的財政収支は政府  
醜∩収支から鍵利払いり叶払いマイナス利子受け取り：を控除したものであるご夏た、四・地方とも  
一般会計こ書遡会計：l以外に一節の特別会計■を含む 

4，2∝旭年度√平成柑年度：芦、2【昭8年鷹（平成20年よ∴2∝怜年度「平成21年度）及び2010年度こ平成  
22年度：の政府欝∩収支及び▲書的財政収支については、財政投■責特別会計財政■★1金  
勘定r「20（蔦年まr平成柑年度て・においては財政書責貴会特別会計】1から皿慎重層▲会稽剰余計  
又は一貯会計への＃入れ事をせ愉したものであるr  

5 公債書残ホは、暮靂四債、地方ホ及び交付税拝金借入金の合計である。なお、2007年度し平成  
19年虔こに一般会計に承■された交付税稗会惰入金二田1担分■に即しては、柑礪の連続性を托  
持するために引き繊き公■■残高に計上 

6 瓜の一般会計に示した地方交付税専は、いわゆる交付税持去の入口ベースの儀であり、，地方  
の書道舎伸二示したⅧは出口ペースの≠である亡蓋＃は、交付税樽会における惰入、利払い■  
に相当する 



3）せ鼻牡済tはい■♯シナリオ  

上記1）との■いは以下のiり。  

骨董雇性汀FP〕上鼻率   
・2∝ゆ年度（平成21年度）から2813年度（平舶年よ〉にかけて、0．5叫（遇去の旺成よの■嘲冊■ほ■覆力、ら事13  
書1（l！婚3年tO月の省から五氾2年1月の谷まで＝の平均）穏正まで♯々に傭下、そのt★ばしヽ。   

王・労■力   
・全ての性別年Ii井■鞘労■●加辛が足元の水攣で徽ばい号  

音・世界膵房事   

・実責戌よ車  
2∝怜年度ー平鹿2一年度）年辛▲0小嶋の礁、椿々に上■し、20t1年よ（平成2坤度1以■攣車15％犠よで鞭捧。  

しヽず九のシナリオにおいても、平虞2咋よ事二次柵正予■政府稟、平成封年度予算政府暮、平成21年度税小   
夜正讐を反峡。   

1）2010年よ、之011年よの■出のt鷹  

20tO年よ乞平成芸事廉）及び加11年よ（平成23年虞）についてrl．「暮事方針2000」で決走した■出徴集書計ま   
え．「1木方針加（帽」桝最に覆された▲＝．3兆円ないし▲‖．4蒐円■出剛薫の考え方に対応し、以下のように想   
定。  

【社さ保■】   
「i木方佃」桝1の考え方に沿って、詣・地方（声良縁済針嘉ベース）の…■が2∞丁零よ（平成19年鷹）か   

ら20t1年度（平射3年度）の5年間の井≠で18蒐円程度（璃の一触肘ベースでtl蒐円程度ほなるよう、甜10年   
よ（平成ヱ2年よ）及び加！1年よ（平佃よ〉について平均的に触■（ただ」、2∝ゆ寧よ（平如1年虞〉における財   
■確優檜■分を書■∴。  

【人件暮〔公務Å〉】  
r暮事方針封X旭」別曇の考え方に沿って、名目GDPに応じた自然体の■出■から5年間の■和n8蒐円程度の   

▲出剛▲を行う改事績の卓に到遽ナるよう、20柑年ま（平成丑年よ）及び之Oll年よ（平距年よ〉を鱒事に竃欄L  

【公共損責】   

手▲t■膿円■出帆▲の■合  
加7年鷹ぐ平成博年度）以拝5年間の平均■出糊土車が▲3％となる■含の之Olt年度（平成2ユキ正）の婆に劉   

逢するよう、2010年度（平地年度）及び加t1年鷹（平舶年度）を均事に帥。  

£▲l】●躯円■出帆■の■合  
2∝け年度（平成柑年度う以片3年間の平均■出剛■車が▲3％、残り2年間は▲1％となる●合の201一年よ（平   

鹿日韓度）の壷l＝到重するよう、加10年よ（平成22年鷹）及び抑11年虞（平如3年よ）を均事に猛●。  

【その他■出】   

壬：▲川音集円■出削濃の■合  
200丁年正（平成19年度）以陣ち年憫の暮積で▲t5兆円削薫の書え方に対応したときのヱOtI年度（平良23年鷹）   

の射＝舅■するよう、銅10年よr平成22年鷹1及び2011年度（平成氾年よ）を均事にi●。  

ヱ▲＝，咄円▲出削土の■合  
2∝lT年度（平成19年度）以l■3年間は5年¶の1書で▲ヰj蒐円側▲の事え方に対応Lたときの平均t出■義   

手、残り2年㈹は閂▲3．3集円…の書え方に対応したときの平均■出網汝ヰとなる■合の2011年鷹（平成ヱ3年   
鷹lの壷に到逢するよう、却lO年度く平成日華度）及び加I1年廣（平細雪眞）を珊にi■．  

2）2012年t以■の■出の■土  

工一非社食提■■出名目■機l乱＼l名目一定）   

社食最＋以外の■出について、20t2年鷹（平鹿2一年慶）以降、20t1年度；甲良23年鷹∋の名目■で一定e  

空）非社食最■■出t優上■事並■加（稟1一食〉   
社さ倭■以外の▲出について．ヱO12年廣〔平成ヱ●年度）以降．消暮青嶋書上鼻車で■加 

3）杜州■t書化  

∫社食倭■の■t斗化をr中期プログラムjのエ穏ホを抄壬えー定の仮定によづき集線   
一社曇最陣の鵬鶉化のための追加断蔓■」（被さ餐Il鴎畏彙轟■絶■告（平鹿20年Il月4日）付■千糾：】を艶   

手えー走の仮定に暮づき、礪霊牧場セ■のホ汽内で、欄暮横車引上げ■艶年度以ヰ♯々に公ti担が壇加する  
ことを憲相即Il鎗初年よにおける嫡霊横車引上げに伴う■収分のうち1％酬ま▲ヰ年金酋庫1担割合の2分の1   
への引上げに饗する1瓢こ充当することを電文。1。  

£き暮■年金ヰ靡■崩れ合の2分の1への引上げ、■缶化の▲■に律しヽ白熱l＝増加する公t■掘のみ対応   
－■年生正■■虚れ合の之分の1への引上げ．嘉■化の進■に伴い白熱l二■加する公ti椙のみ対応し、「社   

食傑■の搬強化のためのi加断■■」に沿ったその他の公彙1増増加が行われないと想定亡   

ヰ）■暮畿事引上げ  

鴛】爛t横車を誓え書き  

£却l】年度かちヱ013年鷹にかけて3，b引上げて紋暮のt宣上義年度1％ずつの引上げを想定 

茸・ニ氾I1年廉からヱOtさ年度にかけて5％引上げ（駄■のt王上竃年度1サbずつの引上げを想定 

賞・ⅩIl】年度から20‖年度にかけて7，も引上げ（駄暮のt王上義年度1％ずつの引上げを想走 

雷却13年よから20t5年■にかけて5％引上げr拭■の便王上州lユーよに3％、20叶加15ヰよに†％ずつの引上げ毛管定 

思2015年鷹に5％引上げ  

なお、欄景観ヰを引上けるケースについては、璃t牧羊引上げに伴うtけ込み再生及びその反tが先生すもこ   
とをせ走（引上げ劇毒鷹に税率1％当たリGDP比0．2％極度の響け込．汁需賽を上♯せ、引上‡f年度に向■の反職   
分を蓋し引しヽてしヽる。ユ  

¶⇒  

13   



4 我が国の公的年金の役割及び制度体系  
（1）公的年金の意義  

産業構造が変化し、都市化、核家族化が進行している状況下において、従来のように家族  
内の「私的扶養」により高齢となった親の生活を支えることは困難となっていることから、社会  
全体で高齢者を支える「社会的扶養」が必要不可欠となる。公的年金制度は、このような「社  
会的扶養」を基本とした仕組みとなっている。  

第3次産業中心  第2・3次産業中心  第1次産業中心  

少子化、女性の  
社会進出など更  

なる家族の変容  

核家族中心  三世代家族中心  
L＿■｛＿－‥一＿．．岬＿へ．－．＿、＿、＿－＿＿…＿  

抑の個臓  催会劇療養／  

＝二分J野手金叔蜜の  

塵好・舶  

席腐可撥扮年金制＃  
の脾抹欄  

「私的扶暮」  

14   



（2）公的年金制度の役割  

年金は高齢者世帯の所得の約7割を占め、6割の高齢者世帯が年金収入だけで生活してい  

るなど、公的年金制度は我が国の老後の所得保障の主柱であり、国民生活に不可欠の存在  

となっている。   



また、家計消真の2割が年金の地域もあるなど、我が国のマクロ経済に占める位置も大きい。  

③ 地域経済を支える役割   

一 家計消真の2書物ミ年金の地域も   

（対県民所得比上位7県）  

都道府県名   対県民所   対家計最終消費   

（高齢化率）   得比   支出比   

島根県（27．1％）   15．2％   22．4％   

高知県（25．9％）   15．4％   18．4％   

愛媛県（24．0％）   14．5％   20．8％   

山口県（25．0％）   13．7％   22．7％   

長崎県（23，6％）   14．2％   21．0％   

鳥取県（24．1％）   14．7％   18．1％   

岡山県（22．4％）   13．7％   19．8％   

16   



（3）公的年金制度の制度体系  

・我が国の公的年金制度においては、現役世代は全て国民年金の被保険者となり、高齢期   
になれば、基礎年金の支給を受けることとなる。  

・民間被用者や公務員は、これに加えて厚生年金（共済年金）に加入し、基礎年金の上乗せ   

として報酬比例年金を受け取ることとなる。  

・このほか、個人や企業の選択で、企業年金などの私的年金に加入することができる。  

（数値は、注釈のない限り平成19年3月末）  

国家公務員共済組合  
〔108万人〕  

地方公務員共済組合  
〔304万人〕  

私立学校数職員共済  
〔46万人〕   

〔  

自営業者等  

」1′079万人 1  2′123万人  

〕  〔   民間サラリーマン   〕〔公務員等〕  

3′836万人   

第3号被保険者  第1号被保険者  第2号被保険者等  

※厚生年金基金、確定給付企半年金、適格退職年金及び私学共済年金の加入者は、   

確定拠出年金（企業型）にも加入できる。  

※国民年金基金の加入員は、確定拠出年金（個人型）にも加入できる。  

※適格退職年金については、平成23年度末までに他の企業年金等に移行。  

※第2号被保険者等は、被用者年金被保険者のことをいう（第2号被保険者のほか、   

65歳以上で老齢又は退職を支給事由とする年金給付の受給権を有する者を含む。）  

7′038万人  

17  



5 平成16年改正で導入された仕組みの概要  

（1）保険料水準固定方式  

8   

（注）平成21年2月時点で、厚生年金の保険料率は15．35％、国民年金の保険料月額は14，410円（名目額）。  



（2）社会暮経済変動に強い年金制度の構築  

・保険料水準と国庫負担を固定すると、年金給付はこの固定した財源の範囲で行うこととな  
るため、今後社会t経済情勢が変化していった場合には、給付水準の調整が必要となる。平  
成16年改正では年金のスライド率を調整することによって給付水準を調整しつつ、少なくとも  

5年に一度行う財政検証において将来の財政見通しを作成・検証することにより、給付水準  

調整の終了時期を決定することとした。  

・この仕組みにより、給付水準は自動的に調整されることから、頻繁に制度改正を繰り返す  

必要のない、社会・経済変動に強い、持続的な制度となっている。  

給付水準の自動調整の仕組み  

年金を受け取り始める時点での所得代替率の推移  

19   
今後の社会・経済状況により給付水準の調整期間が変動  



財政検証におけるマクロ経済スライド終了年度の見通しの決定の涜れ  

〔sTEPl〕国民年金法第十六条のこの規定に基づき、国民年金財政において、財政均衡期間（財政検証を  

行う年からおおむね100年間）の終了時に給付の支給に支障が生じないようにするために必要な積立  

金（注）を保有しつつ均衡が保たれるように、基礎年金部分のマクロ経済スライドの終了年度の見通し  

を決定。これにより、将来における基礎年金の水準の見通しが決まる。  

〔STEP2〕STEPlによる将来の基礎年金の水準を踏まえて、厚生年金保険法第三十四条の規定に基づき、  

厚生年金財政において、財政均衡期間の終了時に給付の支給に支障が生じないようにするために  

必要な積立金（注）を保有しつつ均衡が保たれるように、報酬比例部分のマクロ経済スライドの終了年  

度の見通しを決定。これにより、将来の給付水準（所得代替率）の見通しが作成される。  

l  

○ したがって、 一般的には、基礎年金のスライド調整期間と報酬比例部分のスライド調整期間は必ずしも   

一致するわけではない。  

○ 平成21年財政検証では、報酬比例部分のスライド調整期間は、基礎年金部分のスライド調整期間よりも   

短くなるという見通しとなった。  

（注）平成21年財政検証においては、財政均衡期間を平成117（2105）年度までとし、「給付の支給に支障が生じないように   

するために必要な積立金」の規模を支出の1年分としている。  20   



（3）給付水準の下限  

・平成16年改正においては、給付水準の自動調整の仕組みを取り入れたものの、公的年金  

の役割を考えた場合、給付水準が際限なく下がっていくことは問題であり、一定の給付水準  

を確保する必要がある。  
・したがって、標準的な年金額の所得代替率の下限を50％と定め、次回の財政検証までに  

この下限を下回ることが見込まれる場合には、マクロ経済スライドによる年金額の調整を停  

止し、給付と負担の在り方について検討を行い、所要の措置を講じることとしている。  

給付水準の自動調整と給付水準の下限について  

年金を受け取り始める時点での所得代替率の推移  

21   



（4）年金財政の均衡についての考え方  

・平成16年改正以前においては、将来にわたる全ての期間を考慮に入れて財政の均衡を  

考える方式（永久均衡方式）を取っていた。  
・しかしながらこの方式においては、予想が極めて困難な遠い将来まで考慮する必要があ  

ることの是非や、また巨額の積立金を保有することとなることについて、議論があったところ。  

・このような状況を受けて、平成16年改正以降は、一定の期間（財政均衡期間）をあらかじ  

め設定し、その財政均衡期間において年金財政の均衡を図る有限均衡方式により財政運  

営を行うこととされた。  

・財政均衡期間については、現在すでに生まれている世代が年金の受給を終えるまでのお  
おむね100年間とされており、今回の財政検証においては、2105年度までの95年間を財政  

均衡期間としている。  

《有限均衡方式のイメージ》  

○ 財政均衡期間の最終年度において、支払準備金程度の保有（給付費の1年分程度）となるよう積立金水準の目標を設定。  

○ 定期的に行う財政検証ごと（例えば5年ごと）に、財政均衡期間を移動させ、常に一定の将来までの給付と負担の均衡を考  
える。   

【財政均衡期間の移動（財政均衡期間が95年間の場合）】  

平成16（2004）年   

財政再計算  

平成21（2009）年   

財政検証  

平成26（2014）年   

財政検証   

平成31（2019）年   

財政検証  

2005年度 2010年度 2015年度 2020年度  2100年度  2105年度 2110年度 2115年度  
22   



財政検証の位置づけ  

■t■■■■■●●－●－■■■●■■■■●●一t●■■－－－－－－－■－－－－－－■■－－－－－－－－－－－－－－■－－－－－－－－－－－－－一一－－－－■－－－－－－－－■■－－－－－－－－－－t－－－－－－－■■■■●■■●■■■■■■■■■■■■■■1－■■■■●●■●一■■■■■■■■  

・財政検証の結果はその前提に大きく依存するが、それらの前提については、その検証を行う時点において使用   

可能なデータを用い、最善の努力を払って長期的に妥当なものとして設定する必要がある。しかしながら、その結   

果については、時間が経つにつれて新たなデータが蓄積され実績との帝離も生じてくる。このために、少なくとも5  

享やこ最新のデータを用いて諸前提を設定し直した上で、現実の軌道を出発点として新たな財政検 言正を行うこと璽  
l  

t  

1  

1  

】  
l  

l  

l  

1  

1  ●  

l  

l  

l  

l  

l  

l  

l  

l  

l  

とされている。   

この意味で、今回の財政検証結果は、人口や経済を含めた将来の状況の予測（forecast）というよりも、人口や  

経済等に関して現時点で得られるデータの将来の年金財政への投影（prqjection）という性格のものであることに  
留意が必要。   

l一一－－－－－一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一－－－－－－－－－－－一一－－－－－－－－－－－－－－－－一一一一－■－■－■■■－■■－■■■■－■－■■■－●－■●－－＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿●＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿l  

《財政検証のイメージ》  

平成21年  

平成21年  

財政検証  

平成26年  

平成26年  

財政検証  

平成31年  

財政検証  

■  
■  
■  
●  

●  

■   

：財政にとってプラス要因ともマイナス要因ともなりうる。 l  23   



（参考試算）  

国民年金積立金の見通し  
（基礎年金国庫負担割合を据え置いた場合の影響）  

（平成21年度価格、兆円）  

（注）平成21年財政検証の基本ケースに基づく試算。  24   



第35回社会保障審議会年金数理部会   
参考資料1   

平成21年3月30月   《コーホート分析の例》  

年齢階級別被保険者数のコーホート増減率（平成17年度末→平成18年度末）  

年齢階級  厚生年金   国共済   地共済  私学共済  
（平成1白年度末）  男性l 女性   

％  ％  ％   ％  ％  ％  

計  2．3  1．8  3．3   △ 0．5  △1．1  2．1   

20～24歳   34．0  35．3  32．6   22．0  56．5  43．4   

25～29歳   3．8  7．0  △ 0．4   3．9  11．4  △1．8   

30～34歳   1．0  2．0  △ 0．9   0．1  1．6  △ 0．3   

35～39歳   1．7  1．2  2．9   △ 0．1   △ 0．7  1．1   

40～44歳   2．2  0．8  5．3   △ 0．7  △1．7  1．6   

45～49歳   1．5  0．5  3．8   △ 0．9  △1．7  1．4   

50～54歳   0．5  0．2  1．0   △ 6．2  △ 2．1  0．4   

55～59歳   △1．1   △ 0．7  △1．8   △ 9．2  △ 3．8  △ 0．6   

60～64歳   △12．1 △12．0  △12．6  △ 35．5  △ 45．4  △ 3．8   

65～69歳   △15．3  △15．2  △15．3  △ 48．1   △ 7．5  △14．7   

注1 年齢階級は、各コーホートの平成18年度末における年齢である。  

注2 20歳未満は、新規加入が主となるため算出していない。  
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年齢別被保険者数のコーホート増減率  

●厚生年金 男性  （単位：％）  ●厚生年金 女性  （単位：％）  

年齢   コーホート増減率  

14→15  15→16  16一→17  17→18   

20   20．6   23．4   21．8   21．1   

21   40．0   46．1   49．8   51．4   

22   19．3   21．0   21．6   23．4   

23   52．0   59．8   65．0   68．7   

24   16．2   17．5   18．7   19．5   

25   11．0   13．3   14．6   15．9   

26   5．1   7．1   7．8   8．9   

27   2．2   4．0   4．4   5．3   

28   1．2   2．8   3．2   4．2   

29   0．8   1．9   2．4   3．3   

30   0．5   1．5   2．0   2．9   

31   0．2   1．2   1．6   2．2   

32   △0．0   1．0   1．3   1．9   

33   △0．1   0．8   1．0   1．7   

34   △0．2   0．7   0．9   1．6   

35   △0．3   0．5   0．8   1．4   

36   △0．3   0．5   0．7   1．3   

37   △0．4   0．3   0．6   1．2   

38   △0．5   0．3   0．4   1．0   

39   △0．5   0．2   0．3   1．0   

40   △0．6   0．1   0．3   1．0   

41   △0．6   0．0   0．3   0．9   

42   △0．7  △0．0   0．2   0．8   

43   △0．8  △0．1   0．1   0．7   

44   △0．8  △0．1  △0．0   0．7   

45   △0．9  △0．2   0．0   0．6   

46   △1．0  △0．3  △0．1   0．6   

47   △1．0  △0．4  △0．1   0．4   

48   △1．1  △0．4  △0．2   0．4   

49   △1．2  △0．5  △0．2   0．3   

50   △1．3  △0．6  △0．4   0．1   

51   △1．3  △0．7  △0．4   b．1   

52   △1．4  △0．7  △0．5   0．1   

53   △1．5  △0．8  △0．5   0．1   

54   △1．1  △0．3   0．0   0．6   

55   △1．9  △1．2  △0．8  △0．2   

56   △2．1  △1．3  △1．1  △0．4   

57   △2．4  △1．6  △1．3  △0．7   

58   △3．0  △2．1  △1．8  △1．0   

59   △3．5  △2．4  △2．0  △1．3   

60   △25．5  △24．1  △22．2  △16．5   

61   △15．5  △7．3  △5．2  △3．2   

62   △14．6  △12．8  △15．2  △13．3   

63   △14．5  △13．1  △11．4  △12．0   

64   △15．6  △13．7  △11．9  △10．7   

65   △25．1  △23．0  △20．3  △19．1   

66   △21．4  △20．4  △18．3  △16．8   

67   △15．0  △13．8  △12．4  △11．1   

68   △15．3  △13．9  △12．7  △11．4   

69   △15．9  △14．4  △12．7  △11．7  

年齢   コーホート増減率  

14－→15  15→16  16→17  17→18   

20   28．9   31．1   34．5   34．6   

21   79．4   84．1   89．1   88．1   

22   16．9   18．9   20．7   20．8   

23   38．8   46．3   52．2   55．5   

24   3．6   5．6   7．0   7．4   

25   △0．5   1．4   2．3   3． 

26   △3．0  △1．4  △0．7   0．3   

27   △4．0  △2．3  △1．8  △1．3   

28   △4．5  △3．0  △2．8  △1．8   

29   △4．6  △3．3  △2．9  △2．2   

30   △3．9  △2．5  △2．8  △2．2   

31   △3．0  △2．0  △2．2  △1．7   

32   △1．9  △0．9  △1．2  △0．9   

33   △0．8   0．0  △0．5  △0．2   

34   0．0   1．0   0．5   0．6   

35   1．1   1．8   1．3   1．4   

36   2．0   2．6   2．3   2．2   

37   2．8   3．5   2．8   3．0   

38   3．3   4．1   3．6   3．9   

39   3．9   4．6   4．2   4．5   

40   4．3   5．1   4．9   5．1   

41   4．6   5．2   5．0   5．4   

42   4．3   5．1   5．1   5．6   

43   4．2   5．1   4．9   5．3   

44   3．8   4．8   4．9   5．2   

45   3．4   4．2   4．4   5．0   

46   2．7   3．7   3．9   4．2   

47   2．1   2．9   3．1   3．8   

48   1．4   2．3   2．5   3．2   

49   0．8   1．6   2．0   2．6   

50   △0．1   0．8   1．3   2．0   

51   △0．7   0．3   0．7   1．4   

52   △1．1  △0．1   0．2   1．0   

53   △1．5  △0．4  △0．2   0．5   

54   △2．2  △1．0  △0．6   0．1   

55   △3．1  △2．0  △1．5  △0．7   

56   △3．5  △2．3  △1．8  △1．1   

57   △4．2  △2．9  △2．4  △1．7   

58   △5．2  △3．8  △3．1  △2．3   

59   △6．7  △5．3  △4．0  △3．4   

60   △32．1  △30．1  △27．0  △18．8   

61   △17．3  △15．3  △13．0  △10．6   

62   △13．5  △11．9  △9．8  △8．4   

63   △13．7  △12．1  △10．2  △9．3   

64   △14．7  △13．1  △11．3  △9．6   

65   △27．7  △25．7  △23．0  △21．3   

66   △20．7  △19．7  △17．8  △16．2   

67   △13．8  △13．4  △11．9  △10．2   

68   △13．8  △12．6  △11．3  △10．0   

69   △14．0  △12．2  △11．1  △10．3   

注：「n－1→ n」欄の年齢は、各コーホートのn年度末における年齢である。  
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年齢別一人あたり標準報酬月額のコーホート増減率  

●厚生年金 男性  （単位：％）   ●厚生年金 女性  （単位：％）  

年齢   コーホート増減率  

14→15  15→16  16→17  17→18   

20   8．7   11．6   11．6   12．9   

21   2．0   2．8   2．4   2．4   

22   4．8   5．6   5．6   5．9   

23   3．6   4．5   4．3   4．8   

24   5．5   6．5   6．6   7．1   

25   4．6   4．9   4．9   5．3   

26   4．8   5．1   4．9   5．3   

27   4．6   4．7   4．5   4．8   

28   4．2   4．2   4．1   4．4   

29   4．0   3．9   3．9   4．1   

30   3．8   3．7   3．6   3．8   

31   3．6   3．5   3．5   3．7   

32   3．3   3．3   3．2   3．3   

33   3．1   3．0   2．9   3．1   

34   2．9   2．8   2．7   2．9   

35   2．7   2．5   2．4   2．7   

36   2．5   2．4   2．3   2．4   

37   2．4   2．2   2．1   2．2   

38   2．1   2．0   1．8   1．9   

39   1．9   1．8   1．6   1．7   

40   1．8   1．6   1．5   1．5   

41   1．6   1．5   1．3   1．4   

42   1．3   1．4   1．2   1．3   

43   1．2   1．2   1．1   1．1   

44   1．0   0．9   0．9   1．0   

45   0．8   0．8   0．8   0．8   

46   0．6   0．7   0．6   0．6   

47   0．6   0．6   0．5   0．5   

48   0．4   0．4   0．4   0．4   

49   0．2   0．3   0．3   0．3   

50   △0．0   0．1   0．1   0．2   

51   △0．6  △0．6  △0．5  △0．5   

52   △0．3  △0．2  △0．1  △0．1   

53   △0．5  △0．3  △0．3  △0．3   

54   △0．9  △0．8  △0．8  △0．8   

55   △1．5  △1．4  △1．3  △1．2   

56   △1．7  △1．6  △1．5  △1．5   

57   △1．5  △1．2  △1．2  △1．2   

58   △1．7  △1．4  △1．3  △1．3   

59   △1．3  △1．1  △1．2  △1．2   

60   △12．8  △12．7  △13．6  △14．1   

61   △8．4  △8．8  △9．0  △9．2   

62   △2．6  △2．4  △1．6  △1．9   

63   △2．2  △2．0  △2．7  △3．0   

64   △1．7  △1．2  △1．9  △2．1   

65   △3．3  △2．4  △2．9  △3．2   

66   △3．9  △2．9  △3．2  △3．2   

67   △1．3  △1．5  △1．7  △2．0   

68   △1．3  △0．8  △1．3  △1．4   

69   △0．7  △0．4  △0．5  △0．9  

年齢   コーホート増減率  

14→15  15→16  16→17  17→18   

20   3．9   5．5   5．8   5．8   

21   3．9   4．1   4．4   4．2   

22   5．4   6．1   6．2   6．5   

23   5．3   6．3   6．8   7二5   

24   4．0   5．0   5．2   5．7   

25   2．7   3．4   3．5   3．6   

26   2．4   3．1   3．0   3．1   

27   2．2   2．8   2．7   2．6   

28   1．8   2．4   2．3   2．3   

29   1．6   2．2   2．0   2．0   

30   1．3   2．0   1．7   1．6   

31   1．1   1．8   1．5   1．3   

32   0．9   1．6   1．3   1．2   

33   0．6   1．3   1．1   1．0   

34   0．5   1．1   0．8   0．9   

35   0．3   0．8   0．8   0．7   

36   0．0   0．8   0．4   0．6   

37   △0．1   0．6   0．5   0．4   

38   △0．1   0．4   0．3   0．2   

39   △0．3   0．2   0．2   0．2   

40   △0．4   0．1   0．1   0．1   

41   △0．6   0．2   0．1   0．1   

42   △0．5   0．2   0．1   0．1   

43   △0．6   0．1   0．1   0．2   

44   △0．5   0．2   0．1   0．2   

45   △0．4   0．2   0．2   0．2   

46   △0．4   0．2   0．2   0．3   

47   △0．3   0．4   0．3   0．3   

48   △0．2   0．3   0．3   0．3   

49   △0．3   0．3   0．3   0．2   

50   △0．1   0．3   0．2   0．2   

51   △0．5  △0．2  △0．2  △0．1   

52   △0．2   0．2   0．1   0．0   

53   △0．1   0．2   0．1   0．0   

54   △0．1   0．1   0．0   0．0   

55   △0．3   0．1  △0．1  △0．2   

56   △0．4  △0．0  △0．3  △0．3   

57   △0．2   0．2  △0．0  △0．1   

58   △0．2   0．2   0．0  △0．1   

59   0．2   0．4   0．3   0．0   

60   △1．5  △1．5  △2．8  △3．7   

61   △3．8  △3．8  △4．1  △4．7   

62   △0．5  △0．1  △0．4  △1．0   

63   △0．0   0．3  △0．4  △1．0   

64   0．5   1．0   0．1  △0．3   

65   1．1   1．8   0．9   0．5   

66   △1．2  △0．1  △0．3  △0．9   

67   0．6   1．0   0．8  △0．0   

68   0．8   1．1   1，1   0．3   

69   0．6   0．6   1．0   0．1   

注：「n－1→ n」欄の年齢は、各コーホートのn年度末における年齢である。  
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年齢階鱒別老齢・退職年金（老齢・退年相当）受給権者数のコーホート増減率  

（平成13年度末→平成18年度末）  

●男女計  

年齢階級  

（平成18年度末）   
厚生年金  国共済  地共済  私学共済  国民年金   

歳以上  歳未満   ％   ％   ％   ％   ％  
65  ′）   70   18．2   6．0   6．6   13．4   

70  ′）   75   △4．3   △6．4   △5．5   △2．2   △2．4  

75  ′）  80   △12．2  △11．6  △10．5   △9．5  △10．2   

80  ′－、ノ   85   △20．0  △19．7  △18．0  △16．8  △15．7   

●男性  

年齢階級  

（平成18年度末）   
厚生年金  国共済  地共済  私学共済  国民年金   

歳以上  歳未満   ％   ％   ％   ％   ％  
65  ～  70   17．3   5．7   6．1   12．3   
70  ′）   75   △6．0   △7．0   △6．8   △3．5   △5．4  

75  ～  80   △15．0  △12．9  △12．8  △11．7  △14．8   

80  ′）  85   △24．0  △21．4  △21．6  △21．6  △23．0   

●女性  

年齢階級  

（平成18年度末）   
厚生年金  国共済  地共済  私学共済  国民年金   

歳以上  歳未満   ％   ％   ％   ％   ％  
65  へノ  70   20．3   8．6   7．6   15．3   
70  へノ  75   △0．5   △3．1   △2．5   △0．0   0．3  

75  ′）   80   △6．5   △5．5   △5．2   △6．0   △6．2   

80  へノ  85   △12．0   △9．8   △9．8  △10．5  △11．7   

注：年齢階級は、各コーホートの平成18年度末における年齢である。  

ー4－   



年齢別老齢・退職年金（老齢■退年相当）受給権者の平均年金額のコーホート増減率 《60歳代前半》  

●女性  （単位：％）  ●男性  （単位：％）  ●総数  （単位：％）  

年齢   コーホート別増減率  

13→14  14→15  15→16  16→17  17→18   

厚  61   68．5  68．9  0．5  1．3  1．1   

生  62  △0，2  0．6  0．7  68．5  66．8   

年  63  △0．2  △1．0  △0．5  △0．5  0．6   

金  64  △0．3  △1．1  △0．7  △0．7  △0．8   

国  61   49．2  60．7  1．8  1．8  1．6   

共  62  △0．1  1．8  2．6  59．8  60．0   

済  63  △0．1  △1．0  △0．4  △0．1  2．7  

64   0．1  △0．7  △0．2  0．1  △0．3   

地  61   44．2  44．6  0．8  1．0  0．3   

共  62  △0．7  2．1  3．0  43．5  41．4   

済  63  △0，7  △1．2  △0．3  △0．3  2．5  

64  △0．8  △1．2  △0．5  △0．4  △0．9   

私  61   50．2  47．4  △0．7  △0．2  △0．3   

学  62  △0．3  4．1  6．1  49．7  48．6   

共  63   0．1  △0．9  △0．1  0．3  5．7   

済  64  △0．0  △0．6  △0．2  0．2  △0．2   

年齢   コーホート別増減率  

13→14  14一→15  15→16  16→17  17→18   

厚  61  △1．6  △2．4  △2．1  △2．4  △2．6   

生  62  △1．7  △2．9  △2．6  △2．9  △3．2   

年  63  △1．2  △2．5  △2．3  △2．4  △3．1   

金  64  △0．9  △1．9  △1．7  △1．8  △2．3   

国  61   47．6  46．0  1．2  1．9  1．5   

共  62  △0．4  1．2  2．7  46．2  45．7   

済  63  △0．3  △1．2  △0．8  △0．5  2．0  

64  △0．4  △1．1  △0．6  △0．5  △0．7   

地  61   39．6  40．9  0．3  1．0  1，7   

共  62  △1．5  1．5  2．3  41．6  41，6   

済  63  △1．2  △1．5  △0．7  △0．7  1．7  

64  △1．2  △1，4  △0．8  △0．6  △1．1   

私  61   51．6  50．1  △1．8  △1．0  △0．6   

学  62  △0．8  2．4  3．4  51．6  50．8   

共  63  △0．6  △1．6  △0．3  △0．1  3．2   

済  64   0．2  △0．9  △0．8  0．0  △0．3  

年齢   コーホート別増減率  

13→14  14→15  15→16  16→17  17→18   

厚  61   50．4  50．1  △0．2  0．3  0．1   

生  62  △0．4  0．3  0．4  49．8  48．4   

年  63  △0．3  △1．3  △0．8  △0．8  0．0   

金  64  △0．4  △1．2  △0．9  △0．9  △1．1   

国  61   48，9  58．8  1．7  1．8  1．6   

共  62  △0．1  1．7  2．6  58．2  58．3   

済  63  △0．1  △1．0  △0．4  △0．2  2．6  

64   0．0  △0．7  △0．3  0．0  △0．3   

地  61   42．8  43．7  0．8  1．2  0．8   

共  62  △0．9  1．9  2．8  42．6  41．2   

済  63  △0．8  △1．3  △0．5  △0．4  2．2  

64  △0．9  △1．3  △0．6  △0．5  △1．0   

私  61   49．7  47．2  △1．3  △0．5  △0．3   

学  62  △0．5  3．6  5．4  49．6  48．7   

共  63  △0．1  △1．1  △0．2  0．2  4．9   

済  64  △0．0  △0．8  △0．5  0．1  △0．2  

注1：平均年金額には、基礎年金分を含まない。  
注2：「n－1→ n」欄の年齢は、各コーホートのn年度末における年齢である。  



第35回社会保障審議会年金数理部会   
参考資料2   

平成21年3月30日   
デュレーションの算出例  

●支出のデュレーション ＝ ∑ t 経過年数（n）× 支出の給付現価／支出の給付現価合計I  

※支出の給付現価 ＝ 支出 ÷（1＋最終利回り）〈n  

終利回り  4．1％  

経過年数   支出   
現価率   

年度  
支出現価   nx③／④  

（年）   （億円）   
1÷（1十最終利回り）‾n   

（億円）   （年）  

n   十   ②   ③＝（Dx②   

2001   0．5   1，000   0．98011   980．10958   0．02811   
2002   1．5   1，000   0．94151   941．50776   0．08102   
2003   2．5   1，000   0．90443   904．42629   0．12972   
2004   3．5   1，000   0．86881   868．80527   0．17445   
2005   4．5   1，000   0．83459   834．58720   0．21546   
2006   5．5   1，000   0．80172   801．71681   0．25297   
2007   6．5   1，000   0．77014   770．14102   0．28719   
2008   7．5   1，000   0．73981   739．80886   0．318．32   

2009   8．5   1，000   0．71067   710．67134   0．34656   
2010   9．5   1，000   0．68268   682．68140   0．37207   
2011   10．5   1，000   0．65579   655．79385   0．39504   
2012   11．5   1，000   0．62997   629．96527   0．41562   
2013   12．5   1，000   0．60515   605．15396   0．43397   
2014   13．5   1，000   0．58132   581．31985   0．45023   
2015   14．5   1，000   0．55842   558．42445   0．46453   
2016   15．5   1，000   0．53643   536．43078   0．47701   
2017   16．5   1，000   0．51530   515．30335   0．48779   
2018   17．5   1，000   0．49501   495．00802   0．49698   
2019   18．5   1，000   0．47551   475．51202   0．50468   
2020、   19．5   1，000   0．45678   456．78389   0．51101   
2021   20．5   1，000   0．43879   438．79336   0．51606   
2022   21．5   1，000   0．42151   421．51139   0．51992   
2023   22．5   1，000   0．40491   404．91008   0．52267   
2024   23．5   1，000   0．38896   388．96261   0．52440   
2025   24．5   1，000   0．37364   373．64324   0．52518   
2026   25．5   1，000   0．35893   358．92722   0．52509   
2027   26．5   1，000   0．34479   344．79080   0．52419   
2028   27．5   1，000   0．33121   331．21114   0．52254   
2029   28．5   1，000   0．31817   318．16632   0．52022   
2030   29．5   1，000   0．30564   305．63528   0．51726   

合計  17430．70240  ④  12．06026   
注‥基準時点2。。。年度末、支出は年度央に発生したものとみなして算出している。  凸  

デュレーション  

12．06026 年  
－1－   



●支出のデュレーション ＝ ∑Ⅰ経過年数（n）× 支出の給付現価／支出の給付現価合計I  

※支出の給付現価 ＝ 支出 ÷（1＋最終利回り）〈n  

り回り  4．1％  

経過年数   支出   
現価率   

年度  
支出現価   nx③／④  

（年）   （億円）   
1÷（1十最終利回り）▲n   

（億円）   （年）  

n   申   ②   ③±（Dx②   

2001   0．5   1，000   0．98011   980．10958   0．05951   

2002   1．5   1，000   0．94151   941．50776   0．17151   

2003   2．5   1，000   0．90443   904．42629   0．27459   

2004   3．5   1，000   0．86881   868．80527   0．36928   

2005   4．5   1，000   0．83459   834．58720   0．45609   

2006   5．5   1，000   0．80172   801．71681   0．53549   

2007   6．5   1，000   0．77014   770．14102   0．60792   

2008   7．5   1，000   0．73981   739．80886   0．67382   

2009   8．5   1，000   0．71067   710．67134   0．73359   

2010   9．5   1，000   0．68268   682．68140   0．78760   

2011   10．5   0   0．65579   0．00000   0．00000   

2012   11．5   0   0．62997   0．00000   0．00000   

2013   12．5   0   0．60515   0．00000   0．00000   

2014   13．5   0   0．58132   0．00000   0．00000   

2015   14．5   0   0．55842   0．00000   0．00000   

2016   15．5   0   0．53643   0．00000   0．00000   

201ケ   16．5   0   0．51530   0．00000   0．00000   

2018   17．5   0   0．49501   0．00000   0．00000   

2019   18．5   0   0．47551   0．00000   0．00000   

2020   19．5   0   0．45678   0．00000   0．00000   

2021   20．5   0   0．43879   0．00000   0．00000   

2022   21．5   0   0．42151   0．00000   0．00000   

2023   22．5   0   0．40491   0．00000   0．00000   

2024   23．5   0   0．38896   0．00000   0．00000   

2025   24．5   0   0．37364   0．00000   0．00000   

2026   25．5   0   0．35893   0．00000   0．00000   

2027   26．5   0   0．34479   0．00000   0．00000   

2028   27．5   0   0．33121   0．00000   0．00000   

2029   28．5   0   0．31817   0．00000   0．00000   

2030   29．5   0   0．30564   0．00000   0．00000   

合計  
4．66940   

8234．45552 ④  
注：基準時点2000年度末、支出は年度央に発生したものとみなして算出している  

デュレーション   

4．66940 年   
ー2－  



●支出のデュレーション ＝ ∑Ⅰ経過年数（n）× 支出の給付現価／支出の給付現価合計I  

※支出の給付現価 ＝ 支出 ÷（1十最終利回り）〈n  

利回り  4．1％  

経過年数   支出   
現価率   

年度  
支出現価   nx（∋／④  

（年）   （億円）   
1÷（1十最終利回り）‾n   

（億円）   （牛）  

n   ①   ②   ③＝①×②   

2001   0．5   0   0．98011   0．00000   0．00000   

200－2   1．5   0   0．94151   0．00000   0．00000   

2003   2．5   0   0．90443   0．00000   0．00000   

2004   3．5   0   0．86881   0．00000   0．00000   

2005   4．5   0   0．83459   0．00000   0．00000   

2006   5．5   0   0．80172   0．00000   0．00000   

2007   6．5   0   0．77014   0．00000   0．00000   

2008   7．5   0   0．73981   0．00000   0．00000   

2009   8．5   0   0．71067   0．00000   0．00000   

2010   9．5   0   0．68268   0．00000   0．00000   

2 10．5   0   0．65579   0．00000   0．00000   

2012   11．5   0   0．62997   0．00000   0．00000   

2013   12．5   0   0．60515   0．00000   0．00000   

2014   13．5   0   0．58132   0．00000   0．00000   

2015   14．5   0   0．55842   0．00000   0．00000   

2016   15．5   0   0．53643   0．00000   0．00000   

2017   16．5   0   0．51530   0．00000   0．00000   

2018   17．5   0   0．49501   0．00000   0．00000   

2019   18．5   0   0．47551   0．00000   0．00000   

2020   19．5   0   0．45678   0．00000   0．00000   

2021   20．5   1，000   0．43879   438．79336   2．44002   

2022   21．5   1，000   0．42151   421．51139   2．45826   

2023   22．5   1，000  0．40491   404．91008   2．47127   

2024   23．5   1，000   0．38896   388．96261   2．47945   

2025   24．5   1，000   0．37364   373二64324   2．48315   

2026   25．5   1，000   0．35893   358．92722   2．48271   

2027   26．5   1，000   0．34479   344．79080   2．47846   

2028   27．5   1，000   0．33121   331．21114   2．′47068   

2029   28．5   1，000   0．31817   318．16632   2．45968   

2030   29．5   1，000   0．30564   305．63528   2．44571   

合計  3686．55144 ④  24．66940   
注‥基準時点2。。。年度末、支出は年度央に発生したものとみなして算出している。  凸  

デュレーション   

24．66940 年  
－3－   



第35回社会保障審議会年金数理部会  参考資料3   

平成21年3月30日   公 的 年 金 制 度 一 覧  

○国民年金制度  （平成19年度末（平成20年3月末）現在）   

被保険者数  老齢基礎年金等  年金扶養比ユ  老齢基礎年金  実質的な   積立金   積立比率   険料   老齢基礎年金  

受給権者数   平均年金月額  簿価ベース  簿価ベース  （平成21年4月）   
区  分  旦  

√Jゝ ム ー  

①  ②  （繰上げ・繰下げ除く）   

②  ［時価ベース］  ［時価ベース］  

万人  万人  万円  兆円  兆円   兆円  円  

第1号 被 保 険 者    2，035  4．2  8．3 ［8．5］  3．7 ［3，9］    14，660   

第 2 号 被 保 険 者  3，837  2，601   2，6 7  5．8  65歳  

第 3 号 被 保 険 者  1，063   

計  6，935   

（参考）公的年金加入者合計  7，007  

（注）1．上記のほか、老齢福祉年金受給者数は、2万人である。  
2．第1号被保険者には、任意加入被保険者を含む。  
3．老齢基礎年金等受給権音数は、老齢基礎年金受給権音数に、旧国民年金法による老齢年金受給権者数、被用者年金制度の65歳以上の旧法老齢（退職）年金の受給権者数等を加えたものである0  
4．老齢基礎年金平均年金月額は、繰上げ・繰下げ支給分を除いた老齢基礎年金受給権者に係る平均年金月額である。このほかに、繰上げ・繰下げ支給分の老齢基礎年金受給権者および旧国民年金  

法による老齢年金受給権者に係る分を含めた老齢基礎年金等平均年金月額は5．4万円である。  
5．実質的な支出総費用額は、給付費から基礎年金勘定からの受入を控除した額に基礎年金勘定への繰入を加えたものである。  
6．積立金［時価ベース］は、旧年金福祉事業団から承継した資産に係る損益を含めて、年金積立金管理運用独立行政法人における市場運用分の運用実績を時価ベースで評価したものである。  

なお、承継資産に係る損益の厚生年金・国民年金への按分は、厚生年金・国民年金のそれぞれの積立金の元本平均残高の比率により行っている。  
7．公的年金加入者合計は、被用者年金被保険者と、第1号・第3号被保険者の合計である。  

○被用者年金制度  （平成19年度末（平成20年3月末）現在）   

適用者数  積立金   積立比率   保険料率   老齢（退職）年金  

昌給権者数  平均年金月額  支出総費用額  （平成21年4月）   支給開始年齢  
区  分  （老齢・退年相当）   土  （老齢・退年相当）  簿価ベース  簿価ベース  （平成21年度）   

①   ②  ②  （繰上げ・繰下げ等除く）  
［時価ベース］  ［時価ベース］  

万人   万人   万円   兆円   兆円  兆円   ％   

1，260  2．74  16．7   
報酬比例部分  

厚 生 年 金 保 険  4．7 ［5．1］     一般男子・女子60歳  

国家公務員共済組合   106   6 5   1．6 2   2 2．1   2．0   8．8   坑内貞・船員 58歳  

地方公務員共済組合   2 9 9   16 7   1．79   2 2，8   定額部分  
一般男子・共済女子63歳  

私立学校数職員共済   46   10   4．6 7   21．5   0．4   3．5   厚年女子 62歳  

計  3，908   1，502   2．6 0   17．6   40．6  179．5［182，4］  5．5 ［5．9］  坑内員・船員 58歳  

（注）1．厚生年金保険の老齢（退職）年金受給権音数及び平均年金月額には、日本鉄道、日本電信電話、日本たばこ産業及び農林漁業団体職員の各旧共済組合において厚生年金保険に統合される前に裁定され  
た受給権者に係る分を含む。  

2．共済組合の老齢（退職）年金受給権者数には減額退職年金に係る分を含む。（厚生年金保険に含まれている旧三公社共済組合、旧農林漁業団体職員共済組合に係る分についても同じ。）  
3．老齢（退職）年金平均年金月額は、老齢基礎年金を含んだものである。ただし、繰上げ・繰下げ支給（減額退職年金を含む）を選択した者と、報酬比例部分の支給開始年齢に到達しているが定額部  
分の支給開始年齢に到達していない者は除外している。  

4．実質的な支出総費用額は、給付費から基礎年金交付金を控除した額に基礎年金拠出金を加えたものである。  
5．厚生年金保険における坑内員及び船員の保険料率は、16．2％であり、日本鉄道及び日本たばこ産業の各旧共済組合の適用法人及び指定法人であった適用事業所に使用される被保険者に係る保  
険料率は、それぞれ15．69％及び15．55％である。  

6．厚生年金保険の積立金には厚生年金基金が代行している部分の積立金は含まれていない。  
7．厚生年金保険の積立金［時価ベース］は、旧年金福祉事業団から承継した資産に係る損益を含め七、年金積立金管理運用独立行政法人における市場運用分の運用実績を時価ベースで評価したもので  
ある。なお、承継資産に係る損益の厚生年金・国民年金への按分は、厚生年金・国民年金のそれぞれの積立金の元本平均残高の比率により行っている8  

8．積立比率とは、前年度末に保有する積立金が、実質的な支出のうち、保険料拠出によって賄う部分（国庫・公経済負担を除いた部分）の何年分に相当しているかを表す指標である。  
（前年度末に保有する積立金が、国庫・公経済負担や追加費用を含めた実質的な支出総額の何年分に相当しているかを表す積立度合とは異なる。）   




